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(57)【要約】
【課題】高効率かつ長寿命な燐光発光性の有機ＥＬ素子
および有機ＥＬ材料含有溶液を提供する。
【解決手段】陽極３と、陰極４と、陽極３と陰極４との
間に設けられた有機薄膜層１０と、を備えた有機ＥＬ素
子１であって、有機薄膜層１０は、ホストおよび燐光ド
ーパントを含む燐光発光層５を有し、ホストは、第１ホ
ストと、第２ホストと、を含有し、第１ホストは、核原
子数が１０から３０で置換基を有していてもよい多環式
縮合芳香族骨格部を有し、第２ホストのイオン化ポテン
シャルは、第１ホストのイオン化ポテンシャルよりも小
さいことを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　陽極と、陰極と、前記陽極と前記陰極との間に設けられた有機薄膜層と、を備えた有機
ＥＬ素子であって、
　前記有機薄膜層は、ホストおよび燐光ドーパントを含む燐光発光層を有し、
　前記ホストは、第１ホストと、第２ホストと、を含有し、
前記第１ホストおよび前記第２ホストのうちの一方は、他方よりもイオン化ポテンシャル
が小さく、
　前記第１ホストおよび前記第２ホストのうちの少なくとも一方は、核原子数が１０から
３０で置換基を有していてもよい多環式縮合芳香族骨格部を有する
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項２】
　請求項１に記載の有機ＥＬ素子において、
　前記第１ホストは、前記多環式縮合芳香族骨格部を有し、
　前記第１ホストの最低励起３重項エネルギーギャップは、２．１ｅＶ以上２．７ｅＶ以
下である
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の有機ＥＬ素子において、
　前記多環式縮合芳香族骨格部は、２価以上の基として化学構造式中に含まれる
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項４】
　請求項１または請求項２に記載の有機ＥＬ素子において、
　前記多環式縮合芳香族骨格部は、置換基を有し、
　前記置換基は、置換または無置換の、アリール基またはヘテロアリール基である
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項５】
　請求項４に記載の有機ＥＬ素子において、
　前記置換基は、カルバゾール骨格を有さない
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項６】
　請求項３に記載の有機ＥＬ素子において、
　前記多環式縮合芳香族骨格部は、置換または無置換の、フェナントレンジイル、クリセ
ンジイル、フルオランテンジイル、トリフェニレンジイルの群から選ばれる
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項７】
　請求項６に記載の有機ＥＬ素子において、
　前記多環式縮合芳香族骨格部は、フェナントレン、クリセン、フルオランテン、トリフ
ェニレンを有する基で置換されている
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項８】
　請求項１または請求項２に記載の有機ＥＬ素子において、
　前記多環式縮合芳香族骨格部は、下記の式（１）から式（４）のいずれかで表される
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
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【化１】

　（式（１）～式（４）中、Ａｒ１～Ａｒ５は、置換または無置換の核炭素数４から１０
の縮合環構造を表す。）
【請求項９】
　請求項１または請求項２に記載の有機ＥＬ素子において、
　前記第１ホストは、置換または無置換の、フェナントレンまたはクリセンである
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項１０】
　請求項１ないし請求項９のいずれかに記載の有機ＥＬ素子において、
　前記第２ホストは、前記多環式縮合芳香族骨格部を有する
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の有機ＥＬ素子において、
　前記第２ホストは、置換または無置換の、フェナントレンまたはクリセンである
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項１２】
　請求項１ないし請求項１１のいずれかに記載の有機ＥＬ素子において、
　前記第１ホストは、前記多環式縮合芳香族骨格部を有し、
　前記第２ホストのイオン化ポテンシャルは、前記第１ホストのイオン化ポテンシャルよ
りも小さく、
　前記ホストは、１質量％以上５０質量％以下の前記第２ホストを含有する
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　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項１３】
　請求項１ないし請求項１２のいずれかに記載の有機ＥＬ素子において、
　前記燐光ドーパントは、Ｉｒ，Ｐｔ，Ｏｓ，Ａｕ，Ｃｕ，Ｒｅ，Ｒｕから選択される金
属と配位子とからなる金属錯体を含有する
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項１４】
　請求項１ないし請求項１３のいずれかに記載の有機ＥＬ素子において、
　前記燐光ドーパントは、最高発光輝度の波長が５００ｎｍ以上７００ｎｍ以下である
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項１５】
　請求項１ないし請求項１４のいずれかに記載の有機ＥＬ素子において、
　前記有機薄膜層は、前記陰極と前記燐光発光層との間に電子注入層を有し、
　前記電子注入層は、含窒素複素環誘導体を含む
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項１６】
　請求項１ないし請求項１５のいずれかに記載の有機ＥＬ素子において、
　前記陰極と前記有機薄膜層との界面領域に還元性ドーパントが添加されている
　ことを特徴とする有機ＥＬ素子。
【請求項１７】
　請求項１から請求項１６のいずれかに記載の有機ＥＬ素子の燐光発光層を形成するため
の有機ＥＬ材料含有溶液であって、
　前記ホストと、前記燐光ドーパントと、を溶媒に溶解させた
　ことを特徴とする有機ＥＬ材料含有溶液。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機ＥＬ素子および有機ＥＬ材料含有溶液に関する。特に、ホストと燐光ド
ーパントとを含んだ燐光発光層を備える有機ＥＬ素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　陽極と陰極との間に有機発光層を備え、有機発光層に注入された正孔と電子との再結合
によって生じる励起子（エキシトン）エネルギーから発光を得る有機エレクトロルミネセ
ンス素子（有機ＥＬ素子）が知られている。
　このような有機ＥＬ素子は、自発光型素子としての利点を活かし、発光効率、画質、消
費電力さらには薄型のデザイン性に優れた発光素子として期待されている。
【０００３】
　発光材料を有機ＥＬ素子のなかで利用するにあたっては、ホスト材料にドーパント材料
をドーピングするドーピング法が知られている。
　これは、注入された正孔と電子から効率よく励起子を生成するとともに励起子エネルギ
ーを効率よく発光に繋げるため、ホストで生成された励起子エネルギーをドーパントに移
動させ、ドーパントから発光を得る構成である。
【０００４】
　有機ＥＬ素子の更なる改善点として発光寿命、発光効率が挙げられ、種々の検討がなさ
れている。
　例えば、内部量子効率を高めるため、３重項励起子から発光を得る燐光材料の開発が進
められ、最近では燐光発光を利用した有機素子が報告されている（例えば、特許文献１参
照）。
　このような燐光材料を用いることにより理論上１００％の内部量子効率を実現でき、高
効率、低消費電力の有機ＥＬ素子が得られる。
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【０００５】
　燐光材料をドーピングして形成した燐光発光層において、燐光ホストから燐光ドーパン
ト（燐光材料）に分子間エネルギー移動を行うためには、燐光ホストの励起３重項エネル
ギーギャップＥｇ（Ｔ）が燐光ドーパントのＥｇ（Ｔ）よりも大きいことが必要である。
　Ｅｇ（Ｔ）が有効に大きい材料としては、ＣＢＰが代表的に知られている。
　このＣＢＰを燐光ホストとすれば、燐光ホストから、所定の発光波長（例えば、緑、赤
）を示す燐光ドーパントへのエネルギー移動が可能となり、燐光発光を示す高効率の発光
素子を得ることができる。
【０００６】
　しかしながら、ＣＢＰを燐光ホストとして使用すると、燐光発光により発光効率は格段
に向上する一方、発光寿命は非常に短く、実用に適さないという問題があった。
　このため、ＣＢＰ以外で燐光ホストとして利用可能な材料の開発が進められている（例
えば、非特許文献１参照）。
【０００７】
　その一方、蛍光ドーパント用のホスト材料は種々知られており、蛍光ドーパントとの組
み合わせで発光効率、発光寿命に優れた蛍光ホストが種々提案されている。
　しかし、蛍光ホストは、蛍光ドーパントの励起１重項エネルギーギャップＥｇ（Ｓ）よ
りも大きいＥｇ（Ｓ）を有するが、蛍光ホストのＥｇ（Ｔ）は、必ずしも大きくないため
、単純には燐光ホストに転用できない。
　例えば、蛍光ホストとしてはアントラセン誘導体、ピレン誘導体、ナフタセン誘導体な
どが良く知られている。しかし、例えばアントラセン誘導体は、Ｅｇ（Ｔ）が１．９ｅＶ
程度であるため、４５０ｎｍから７５０ｎｍの可視光領域の波長の発光を得るにはＥｇ（
Ｔ）が足りず、燐光ホストとして不適である。
【０００８】
　また、複数材料からなるホストにドーパントを含有させて発光層とすることで、長寿命
、高効率の有機ＥＬ素子が得られることが知られている。
　例えば、特許文献２では、２種以上のホール輸送物質を含む燐光ホストを用いて燐光発
光層を構成し、効率および寿命の改善を達成している。
【０００９】
【特許文献１】米国出願２００２／１８２４４１号公開公報
【特許文献２】特開２００６－１３５２９５号公報
【非特許文献１】Applied　Physics　Letters 90,123509 (2007)
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　特許文献１に記載の有機ＥＬ素子は、燐光発光層を備えるため、発光効率が高く消費電
力が小さいが、寿命が短いという問題があった。
　非特許文献１では、燐光ホストとして種々の材料を検討しているが、効率よく燐光ドー
パントにエネルギー移動を行うことができ、かつ、実用的に長寿命な燐光発光層を与える
燐光ホストを見出すまでには至っていない。
　特許文献２に記載の有機ＥＬ素子は、複数材料からなる燐光ホストを用いることにより
長寿命で高効率な発光を示す。しかし、燐光ホストを構成ずる材料がＣＢＰやＣＢＰに類
似する化合物であったため、その効果は十分なものではなかった。
　そこで、本発明の目的は、高効率かつ長寿命な燐光発光性の有機ＥＬ素子および有機Ｅ
Ｌ材料含有溶液を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の有機ＥＬ素子は、陽極と、陰極と、前記陽極と前記陰極との間に設けられた有
機薄膜層と、を備えた有機ＥＬ素子であって、前記有機薄膜層は、ホストおよび燐光ドー
パントを含む燐光発光層を有し、前記ホストは、第１ホストと、第２ホストと、を含有し
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、前記第１ホストおよび前記第２ホストのうちの一方は、他方よりもイオン化ポテンシャ
ルが小さく、前記第１ホストおよび前記第２ホストのうちの少なくとも一方は、核原子数
が１０から３０で置換基を有していてもよい多環式縮合芳香族骨格部を有することを特徴
とする。
【００１２】
　本発明において、第１ホストと第２ホストとを含有するホストに、燐光ドーパントを添
加して燐光発光を示す発光層を構成する。
　このとき燐光ドーパントは、ホストからのエネルギー移動をうけて燐光発光を示す材料
、もしくは、直接燐光ドーパント上で３重項励起子が生成して発光する材料である。
【００１３】
　本発明では、第１ホストおよび第２ホストのうちの少なくとも一方の骨格を多環式縮合
芳香族とすることにより、分子の安定性を高くし発光寿命を長くすることができる。
　このとき、多環式縮合芳香族骨格部の核原子数が少なすぎると分子の安定性が十分に高
くならないため、多環式縮合芳香族骨格部の核原子数は１０以上とする。
　一方、多環式縮合芳香族骨格部の環数が多くなりすぎると、ＨＯＭＯ－ＬＵＭＯギャッ
プが狭くなってＥｇ（Ｔ）が小さくなる。この場合、有用な波長の燐光発光を与える燐光
ドーパントへのエネルギー移動が確保できない。そこで、多環式縮合芳香族骨格部の核原
子数は３０以下とする。
　なお、多環式縮合芳香族骨格部の核原子数は１５から３０であることがより好ましく、
２０から３０であることがさらに好ましい。
【００１４】
　しかし、このような多環式縮合芳香族のみをホストとした場合、以下のような問題があ
る。
　多環式縮合芳香族骨格部を有するホストは、上述したように、Ｅｇ（Ｔ）が大きく、ホ
ストから燐光ドーパントへのエネルギー移動が確保できる。
　ここで、Ｅｇ（Ｔ）が大きい材料は、一般に、イオン化ポテンシャルＩｐが大きい。
　このため、ホストを多環式縮合芳香族のみで構成すると、Ｉｐが大きくなり、ホストへ
の正孔の注入が妨げられる。この結果、有機ＥＬ素子の駆動電圧が上昇し、発光効率が低
下する。また、正孔と電子との再結合が、発光層の陽極側で集中して発生し、発光寿命の
低下につながるおそれがある。
【００１５】
　これに対し、本発明では、ホストは、第１ホストと、第２ホストと、を含有する。そし
て、第１ホストと第２ホストとが異なる材料であるため、それぞれのＩｐに差があり、一
方のＩｐは他方のＩｐよりも小さい。
　このような構成によれば、陽極側からの正孔は、Ｉｐの小さい一方のホストに注入され
た後、Ｉｐの大きい他方のホストに移動する。よって、有機ＥＬ素子の駆動電圧の上昇、
および電荷再結合が陽極側へ集中することを防止することができ、発光効率および発光寿
命の低下を防止することができる。
【００１６】
　なお、多環式縮合芳香族の他に、例えば、Ａｌ，Ｚｎ，Ｇａ，Ｂｅ等を含む金属錯体も
またホストとして利用することができる。このような金属錯体としては、例えば、ＢＡｌ
ｑやＺｎ（ＢＴＰ）２等が挙げられる。
【００１７】
　ここで、第１ホストは、核原子数が１０から３０で置換基を有していてもよい多環式縮
合芳香族骨格部を有し、第２ホストのイオン化ポテンシャルは、前記第１ホストのイオン
化ポテンシャルよりも小さいことが好ましい。
　このような構成によれば、陽極側からの正孔は、Ｉｐの小さい第２ホストに注入された
後、Ｉｐの大きい第１ホストに移動する。そして、第１ホストから燐光ドーパントへのエ
ネルギー移動が確保される。
　よって、有機ＥＬ素子の駆動電圧の上昇、および電荷再結合が陽極側へ集中することを
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防止することができ、発光効率および発光寿命の低下を防止することができる。
【００１８】
　なお、本明細書において、蛍光ホストおよび燐光ホストの用語は、ホスト材料が、蛍光
ドーパントと組合わされたときには蛍光ホストと称し、燐光ドーパントと組み合わされた
ときには燐光ホストと称するものであり、分子構造のみから一義的に蛍光ホストや燐光ホ
ストに限定的に区分されるものではない。
　言い換えると、本明細書において、蛍光ホストとは、蛍光ドーパントを含有する蛍光発
光層を構成する材料を意味し、蛍光材料のホストにしか利用できないものを意味している
わけではない。同様に燐光ホストとは、燐光ドーパントを含有する燐光発光層を構成する
材料を意味し、燐光材料のホストにしか利用できないものを意味しているわけではない。
【００１９】
　Ｉｐは、各材料の化合物から電子を取り去ってイオン化するために要するエネルギーを
意味し、例えば、紫外線光電子分光分析装置（ＡＣ－３、理研（株）計器）で測定した値
である。
【００２０】
　本発明では、前記第１ホストは、前記多環式縮合芳香族骨格部を有し、前記第１ホスト
の最低励起３重項エネルギーギャップは、２．１ｅＶ以上２．７ｅＶ以下であることが好
ましい。
　第１ホストのＥｇ（Ｔ）が２．１ｅＶ以上２．７ｅＶ以下であることから、Ｅｇ（Ｔ）
が２．７ｅＶ以下、より効率的には２．５ｅＶ以下の燐光ドーパントに対してエネルギー
移動させて燐光発光させることができる。
　また、蛍光ホストとしてよく知られたアントラセン誘導体では赤色発光の燐光ドーパン
トにもホストとして不適であるが、本発明の第１ホストではＥｇ（Ｔ）が２．１ｅＶ以上
であることから、有効に赤色の発光を示す燐光ドーパントを発光させることができる。
【００２１】
　ただし、従来よく知られた燐光ホストであるＣＢＰでは、緑よりもさらに短波長の燐光
ドーパントに対してもホストとして機能するが、本発明の第１ホストではＥｇ（Ｔ）が２
．７ｅＶ以下であることから、緑色の発光を示す燐光ドーパントまでしか発光させること
ができない。
【００２２】
　従来は、青色の燐光発光を示す燐光ドーパントから赤色の燐光発光を示す燐光ドーパン
トまで、幅広い燐光ドーパントに適用できるホスト材料を選定していたため、Ｅｇ（Ｔ）
が広いＣＢＰ等をホストとしていた。
　しかし、ＣＢＰでは確かにＥｇ（Ｔ）は大きいが、発光寿命が短くなるという問題があ
った。
　この点、本発明では、多環式縮合芳香族骨格部の核原子数を１０から３０とし、Ｅｇ（
Ｔ）を２．１ｅＶ以上２．７ｅＶ以下としているため、青ほどワイドギャップな燐光ドー
パントのホストには適用できないが、２．７ｅＶ以下の燐光ドーパントに対してはホスト
として機能する。
【００２３】
　さらには、ＣＢＰのようにＥｇ（Ｔ）が大きすぎると、赤色燐光ドーパントに対しては
、燐光ドーパントのＥｇ（Ｔ）とホストのＥｇ（Ｔ）との差が大きくなり、分子間エネル
ギー移動が効率的に行われないという問題がある。
　これに対し、本発明の第１ホストによれば、赤色燐光ドーパントに対してはＥｇ（Ｔ）
が適合しているため、効率的にホストから燐光ドーパントにエネルギー移動させることが
でき、非常に高効率の燐光発光層を構成することができる。
【００２４】
　ここで、材料のＥｇ（Ｔ）は、燐光発光スペクトルに基づいて規定することが例として
挙げられる。
　本発明にあっては、以下のように規定することが例として挙げられる。
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　すなわち、各材料をＥＰＡ溶媒（容積比でジエチルエーテル：イソペンタン：エタノー
ル＝５：５：２）に１０μｍｏｌ／Ｌで溶解し、燐光測定用試料とする。
　そして、燐光測定用試料を石英セルに入れ、７７Ｋに冷却する。
　ここに励起光を照射し、放射される燐光の波長を測定する。
　得られた燐光スペクトルの短波長側の立ちあがりに対して接線を引き、この接線と吸光
度から求めたベースラインとの交点の波長値を求める。
　求めた波長値をエネルギーに換算した値を、Ｅｇ（Ｔ）とする。
　なお、測定には、例えば、市販の測定装置Ｆ－４５００（日立製）を用いることができ
る。
　ただし、このような規定によらず、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、Ｅｇ（Ｔ）とし
て定義できる値であればよい。
【００２５】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、２価以上の基として化学構造式中に含ま
れることが好ましい。
【００２６】
　多環式縮合芳香族骨格部の置換基としては、例えば、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、
置換若しくは無置換のアミノ基、ニトロ基、シアノ基、置換若しくは無置換のアルキル基
、置換若しくは無置換のアルケニル基、置換若しくは無置換のシクロアルキル基、置換若
しくは無置換のアルコキシ基、置換若しくは無置換の芳香族炭化水素基、置換若しくは無
置換の芳香族複素環基、置換若しくは無置換のアラルキル基、置換若しくは無置換のアリ
ールオキシ基、置換若しくは無置換のアルコキシカルボニル基、又は、カルボキシル基等
が挙げられる。
　多環式縮合芳香族骨格部が複数の置換基を有する場合、それらが環を形成していてもよ
い。
【００２７】
　ハロゲン原子としては、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素が挙げられる。
【００２８】
　置換又は無置換のアミノ基は－ＮＸ１Ｘ２と表され、Ｘ１、Ｘ２の例としてはそれぞれ
独立に、水素原子、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、
ｓ－ブチル基、イソブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘ
プチル基、ｎ－オクチル基、ヒドロキシメチル基、１－ヒドロキシエチル基、２－ヒドロ
キシエチル基、２－ヒドロキシイソブチル基、１，２－ジヒドロキシエチル基、１，３－
ジヒドロキシイソプロピル基、２，３－ジヒドロキシ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリ
ヒドロキシプロピル基、クロロメチル基、１－クロロエチル基、２－クロロエチル基、２
－クロロイソブチル基、１，２－ジクロロエチル基、１，３－ジクロロイソプロピル基、
２，３－ジクロロ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリクロロプロピル基、ブロモメチル基
、１－ブロモエチル基、２－ブロモエチル基、２－ブロモイソブチル基、１，２－ジブロ
モエチル基、１，３－ジブロモイソプロピル基、２，３－ジブロモ－ｔ－ブチル基、１，
２，３－トリブロモプロピル基、ヨードメチル基、１－ヨードエチル基、２－ヨードエチ
ル基、２－ヨードイソブチル基、１，２－ジヨードエチル基、１，３－ジヨードイソプロ
ピル基、２，３－ジヨード－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリヨードプロピル基、アミノ
メチル基、１－アミノエチル基、２－アミノエチル基、２－アミノイソブチル基、１，２
－ジアミノエチル基、１，３－ジアミノイソプロピル基、２，３－ジアミノ－ｔ－ブチル
基、１，２，３－トリアミノプロピル基、シアノメチル基、１－シアノエチル基、２－シ
アノエチル基、２－シアノイソブチル基、１，２－ジシアノエチル基、１，３－ジシアノ
イソプロピル基、２，３－ジシアノ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリシアノプロピル基
、ニトロメチル基、１－ニトロエチル基、２－ニトロエチル基、２－ニトロイソブチル基
、１，２－ジニトロエチル基、１，３－ジニトロイソプロピル基、２，３－ジニトロ－ｔ
－ブチル基、１，２，３－トリニトロプロピル基、フェニル基、１－ナフチル基、２－ナ
フチル基、１－アントリル基、２－アントリル基、９－アントリル基、１－フェナントリ
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ル基、２－フェナントリル基、３－フェナントリル基、４－フェナントリル基、９－フェ
ナントリル基、１－ナフタセニル基、２－ナフタセニル基、９－ナフタセニル基、４－ス
チリルフェニル基、１－ピレニル基、２－ピレニル基、４－ピレニル基、２－ビフェニル
イル基、３－ビフェニルイル基、４－ビフェニルイル基、ｐ－ターフェニル－４－イル基
、ｐ－ターフェニル－３－イル基、ｐ－ターフェニル－２－イル基、ｍ－ターフェニル－
４－イル基、ｍ－ターフェニル－３－イル基、ｍ－ターフェニル－２－イル基、ｏ－トリ
ル基、ｍ－トリル基、ｐ－トリル基、ｐ－ｔ－ブチルフェニル基、ｐ－（２－フェニルプ
ロピル）フェニル基、３－メチル－２－ナフチル基、４－メチル－１－ナフチル基、４－
メチル－１－アントリル基、４’－メチルビフェニルイル基、４”－ｔ－ブチル－ｐ－タ
ーフェニル－４－イル基、２－ピロリル基、３－ピロリル基、ピラジニル基、２－ピリジ
ニル基、３－ピリジニル基、４－ピリジニル基、２－インドリル基、３－インドリル基、
４－インドリル基、５－インドリル基、６－インドリル基、７－インドリル基、１－イソ
インドリル基、３－イソインドリル基、４－イソインドリル基、５－イソインドリル基、
６－イソインドリル基、７－イソインドリル基、２－フリル基、３－フリル基、２－ベン
ゾフラニル基、３－ベンゾフラニル基、４－ベンゾフラニル基、５－ベンゾフラニル基、
６－ベンゾフラニル基、７－ベンゾフラニル基、１－イソベンゾフラニル基、３－イソベ
ンゾフラニル基、４－イソベンゾフラニル基、５－イソベンゾフラニル基、６－イソベン
ゾフラニル基、７－イソベンゾフラニル基、２－キノリル基、３－キノリル基、４－キノ
リル基、５－キノリル基、６－キノリル基、７－キノリル基、８－キノリル基、１－イソ
キノリル基、３－イソキノリル基、４－イソキノリル基、５－イソキノリル基、６－イソ
キノリル基、７－イソキノリル基、８－イソキノリル基、２－キノキサリニル基、５－キ
ノキサリニル基、６－キノキサリニル基、１－フェナンスリジニル基、２－フェナンスリ
ジニル基、３－フェナンスリジニル基、４－フェナンスリジニル基、６－フェナンスリジ
ニル基、７－フェナンスリジニル基、８－フェナンスリジニル基、９－フェナンスリジニ
ル基、１０－フェナンスリジニル基、１－アクリジニル基、２－アクリジニル基、３－ア
クリジニル基、４－アクリジニル基、９－アクリジニル基、１，７－フェナンスロリン－
２－イル基、１，７－フェナンスロリン－３－イル基、１，７－フェナンスロリン－４－
イル基、１，７－フェナンスロリン－５－イル基、１，７－フェナンスロリン－６－イル
基、１，７－フェナンスロリン－８－イル基、１，７－フェナンスロリン－９－イル基、
１，７－フェナンスロリン－１０－イル基、１，８－フェナンスロリン－２－イル基、１
，８－フェナンスロリン－３－イル基、１，８－フェナンスロリン－４－イル基、１，８
－フェナンスロリン－５－イル基、１，８－フェナンスロリン－６－イル基、１，８－フ
ェナンスロリン－７－イル基、１，８－フェナンスロリン－９－イル基、１，８－フェナ
ンスロリン－１０－イル基、１，９－フェナンスロリン－２－イル基、１，９－フェナン
スロリン－３－イル基、１，９－フェナンスロリン－４－イル基、１，９－フェナンスロ
リン－５－イル基、１，９－フェナンスロリン－６－イル基、１，９－フェナンスロリン
－７－イル基、１，９－フェナンスロリン－８－イル基、１，９－フェナンスロリン－１
０－イル基、１，１０－フェナンスロリン－２－イル基、１，１０－フェナンスロリン－
３－イル基、１，１０－フェナンスロリン－４－イル基、１，１０－フェナンスロリン－
５－イル基、２，９－フェナンスロリン－１－イル基、２，９－フェナンスロリン－３－
イル基、２，９－フェナンスロリン－４－イル基、２，９－フェナンスロリン－５－イル
基、２，９－フェナンスロリン－６－イル基、２，９－フェナンスロリン－７－イル基、
２，９－フェナンスロリン－８－イル基、２，９－フェナンスロリン－１０－イル基、２
，８－フェナンスロリン－１－イル基、２，８－フェナンスロリン－３－イル基、２，８
－フェナンスロリン－４－イル基、２，８－フェナンスロリン－５－イル基、２，８－フ
ェナンスロリン－６－イル基、２，８－フェナンスロリン－７－イル基、２，８－フェナ
ンスロリン－９－イル基、２，８－フェナンスロリン－１０－イル基、２，７－フェナン
スロリン－１－イル基、２，７－フェナンスロリン－３－イル基、２，７－フェナンスロ
リン－４－イル基、２，７－フェナンスロリン－５－イル基、２，７－フェナンスロリン
－６－イル基、２，７－フェナンスロリン－８－イル基、２，７－フェナンスロリン－９
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－イル基、２，７－フェナンスロリン－１０－イル基、１－フェナジニル基、２－フェナ
ジニル基、１－フェノチアジニル基、２－フェノチアジニル基、３－フェノチアジニル基
、４－フェノチアジニル基、１－フェノキサジニル基、２－フェノキサジニル基、３－フ
ェノキサジニル基、４－フェノキサジニル基、２－オキサゾリル基、４－オキサゾリル基
、５－オキサゾリル基、２－オキサジアゾリル基、５－オキサジアゾリル基、３－フラザ
ニル基、２－チエニル基、３－チエニル基、２－メチルピロール－１－イル基、２－メチ
ルピロール－３－イル基、２－メチルピロール－４－イル基、２－メチルピロール－５－
イル基、３－メチルピロール－１－イル基、３－メチルピロール－２－イル基、３－メチ
ルピロール－４－イル基、３－メチルピロール－５－イル基、２－ｔ－ブチルピロール－
４－イル基、３－（２－フェニルプロピル）ピロール－１－イル基、２－メチル－１－イ
ンドリル基、４－メチル－１－インドリル基、２－メチル－３－インドリル基、４－メチ
ル－３－インドリル基、２－ｔ－ブチル－１－インドリル基、４－ｔ－ブチル－１－イン
ドリル基、２－ｔ－ブチル－３－インドリル基、４－ｔ－ブチル－３－インドリル基等が
挙げられる。
【００２９】
　置換又は無置換のアルキル基の例としては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプ
ロピル基、ｎ－ブチル基、ｓ－ブチル基、イソブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基
、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ヒドロキシメチル基、１－ヒドロ
キシエチル基、２－ヒドロキシエチル基、２－ヒドロキシイソブチル基、１，２－ジヒド
ロキシエチル基、１，３－ジヒドロキシイソプロピル基、２，３－ジヒドロキシ－ｔ－ブ
チル基、１，２，３－トリヒドロキシプロピル基、クロロメチル基、１－クロロエチル基
、２－クロロエチル基、２－クロロイソブチル基、１，２－ジクロロエチル基、１，３－
ジクロロイソプロピル基、２，３－ジクロロ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリクロロプ
ロピル基、ブロモメチル基、１－ブロモエチル基、２－ブロモエチル基、２－ブロモイソ
ブチル基、１，２－ジブロモエチル基、１，３－ジブロモイソプロピル基、２，３－ジブ
ロモ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリブロモプロピル基、ヨードメチル基、１－ヨード
エチル基、２－ヨードエチル基、２－ヨードイソブチル基、１，２－ジヨードエチル基、
１，３－ジヨードイソプロピル基、２，３－ジヨード－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリ
ヨードプロピル基、アミノメチル基、１－アミノエチル基、２－アミノエチル基、２－ア
ミノイソブチル基、１，２－ジアミノエチル基、１，３－ジアミノイソプロピル基、２，
３－ジアミノ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリアミノプロピル基、シアノメチル基、１
－シアノエチル基、２－シアノエチル基、２－シアノイソブチル基、１，２－ジシアノエ
チル基、１，３－ジシアノイソプロピル基、２，３－ジシアノ－ｔ－ブチル基、１，２，
３－トリシアノプロピル基、ニトロメチル基、１－ニトロエチル基、２－ニトロエチル基
、２－ニトロイソブチル基、１，２－ジニトロエチル基、１，３－ジニトロイソプロピル
基、２，３－ジニトロ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリニトロプロピル基等が挙げられ
る。
【００３０】
　置換又は無置換のアルケニル基の例としては、ビニル基、アリル基、１－ブテニル基、
２－ブテニル基、３－ブテニル基、１，３－ブタンジエニル基、１－メチルビニル基、ス
チリル基、４－ジフェニルアミノスチリル基、４－ジ－ｐ－トリルアミノスチリル基、４
－ジ－ｍ－トリルアミノスチリル基、２，２－ジフェニルビニル基、１，２－ジフェニル
ビニル基、１－メチルアリル基、１，１－ジメチルアリル基、２－メチルアリル基、１－
フェニルアリル基、２－フェニルアリル基、３－フェニルアリル基、３，３－ジフェニル
アリル基、１，２－ジメチルアリル基、１－フェニル－１－ブテニル基、３－フェニル－
１－ブテニル基等が挙げられる。
【００３１】
　置換又は無置換のシクロアルキル基の例としては、シクロプロピル基、シクロブチル基
、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、４－メチルシクロヘキシル基等が挙げられる。
【００３２】
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　置換又は無置換のアルコキシ基は、－ＯＹで表される基であり、Ｙの例としては、メチ
ル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｓ－ブチル基、イソブチ
ル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル
基、ヒドロキシメチル基、１－ヒドロキシエチル基、２－ヒドロキシエチル基、２－ヒド
ロキシイソブチル基、１，２－ジヒドロキシエチル基、１，３－ジヒドロキシイソプロピ
ル基、２，３－ジヒドロキシ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリヒドロキシプロピル基、
クロロメチル基、１－クロロエチル基、２－クロロエチル基、２－クロロイソブチル基、
１，２－ジクロロエチル基、１，３－ジクロロイソプロピル基、２，３－ジクロロ－ｔ－
ブチル基、１，２，３－トリクロロプロピル基、ブロモメチル基、１－ブロモエチル基、
２－ブロモエチル基、２－ブロモイソブチル基、１，２－ジブロモエチル基、１，３－ジ
ブロモイソプロピル基、２，３－ジブロモ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリブロモプロ
ピル基、ヨードメチル基、１－ヨードエチル基、２－ヨードエチル基、２－ヨードイソブ
チル基、１，２－ジヨードエチル基、１，３－ジヨードイソプロピル基、２，３－ジヨー
ド－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリヨードプロピル基、アミノメチル基、１－アミノエ
チル基、２－アミノエチル基、２－アミノイソブチル基、１，２－ジアミノエチル基、１
，３－ジアミノイソプロピル基、２，３－ジアミノ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリア
ミノプロピル基、シアノメチル基、１－シアノエチル基、２－シアノエチル基、２－シア
ノイソブチル基、１，２－ジシアノエチル基、１，３－ジシアノイソプロピル基、２，３
－ジシアノ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリシアノプロピル基、ニトロメチル基、１－
ニトロエチル基、２－ニトロエチル基、２－ニトロイソブチル基、１，２－ジニトロエチ
ル基、１，３－ジニトロイソプロピル基、２，３－ジニトロ－ｔ－ブチル基、１，２，３
－トリニトロプロピル基等が挙げられる。
【００３３】
　置換又は無置換の芳香族炭化水素基の例としては、フェニル基、１－ナフチル基、２－
ナフチル基、１－アントリル基、２－アントリル基、９－アントリル基、１－フェナント
リル基、２－フェナントリル基、３－フェナントリル基、４－フェナントリル基、９－フ
ェナントリル基、１－ナフタセニル基、２－ナフタセニル基、９－ナフタセニル基、１－
ピレニル基、２－ピレニル基、４－ピレニル基、２－ビフェニルイル基、３－ビフェニル
イル基、４－ビフェニルイル基、ｐ－ターフェニル－４－イル基、ｐ－ターフェニル－３
－イル基、ｐ－ターフェニル－２－イル基、ｍ－ターフェニル－４－イル基、ｍ－ターフ
ェニル－３－イル基、ｍ－ターフェニル－２－イル基、ｏ－トリル基、ｍ－トリル基、ｐ
－トリル基、ｐ－ｔ－ブチルフェニル基、ｐ－（２－フェニルプロピル）フェニル基、３
－メチル－２－ナフチル基、４－メチル－１－ナフチル基、４－メチル－１－アントリル
基、４’－メチルビフェニルイル基、４”－ｔ－ブチル－ｐ－ターフェニル－４－イル基
等が挙げられる。
【００３４】
　置換又は無置換の芳香族複素環基の例としては、１－ピロリル基、２－ピロリル基、３
－ピロリル基、ピラジニル基、２－ピリジニル基、３－ピリジニル基、４－ピリジニル基
、１－インドリル基、２－インドリル基、３－インドリル基、４－インドリル基、５－イ
ンドリル基、６－インドリル基、７－インドリル基、１－イソインドリル基、２－イソイ
ンドリル基、３－イソインドリル基、４－イソインドリル基、５－イソインドリル基、６
－イソインドリル基、７－イソインドリル基、２－フリル基、３－フリル基、２－ベンゾ
フラニル基、３－ベンゾフラニル基、４－ベンゾフラニル基、５－ベンゾフラニル基、６
－ベンゾフラニル基、７－ベンゾフラニル基、１－イソベンゾフラニル基、３－イソベン
ゾフラニル基、４－イソベンゾフラニル基、５－イソベンゾフラニル基、６－イソベンゾ
フラニル基、７－イソベンゾフラニル基、２－キノリル基、３－キノリル基、４－キノリ
ル基、５－キノリル基、６－キノリル基、７－キノリル基、８－キノリル基、１－イソキ
ノリル基、３－イソキノリル基、４－イソキノリル基、５－イソキノリル基、６－イソキ
ノリル基、７－イソキノリル基、８－イソキノリル基、２－キノキサリニル基、５－キノ
キサリニル基、６－キノキサリニル基、１－フェナンスリジニル基、２－フェナンスリジ
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ニル基、３－フェナンスリジニル基、４－フェナンスリジニル基、６－フェナンスリジニ
ル基、７－フェナンスリジニル基、８－フェナンスリジニル基、９－フェナンスリジニル
基、１０－フェナンスリジニル基、１－アクリジニル基、２－アクリジニル基、３－アク
リジニル基、４－アクリジニル基、９－アクリジニル基、１，７－フェナンスロリン－２
－イル基、１，７－フェナンスロリン－３－イル基、１，７－フェナンスロリン－４－イ
ル基、１，７－フェナンスロリン－５－イル基、１，７－フェナンスロリン－６－イル基
、１，７－フェナンスロリン－８－イル基、１，７－フェナンスロリン－９－イル基、１
，７－フェナンスロリン－１０－イル基、１，８－フェナンスロリン－２－イル基、１，
８－フェナンスロリン－３－イル基、１，８－フェナンスロリン－４－イル基、１，８－
フェナンスロリン－５－イル基、１，８－フェナンスロリン－６－イル基、１，８－フェ
ナンスロリン－７－イル基、１，８－フェナンスロリン－９－イル基、１，８－フェナン
スロリン－１０－イル基、１，９－フェナンスロリン－２－イル基、１，９－フェナンス
ロリン－３－イル基、１，９－フェナンスロリン－４－イル基、１，９－フェナンスロリ
ン－５－イル基、１，９－フェナンスロリン－６－イル基、１，９－フェナンスロリン－
７－イル基、１，９－フェナンスロリン－８－イル基、１，９－フェナンスロリン－１０
－イル基、１，１０－フェナンスロリン－２－イル基、１，１０－フェナンスロリン－３
－イル基、１，１０－フェナンスロリン－４－イル基、１，１０－フェナンスロリン－５
－イル基、２，９－フェナンスロリン－１－イル基、２，９－フェナンスロリン－３－イ
ル基、２，９－フェナンスロリン－４－イル基、２，９－フェナンスロリン－５－イル基
、２，９－フェナンスロリン－６－イル基、２，９－フェナンスロリン－７－イル基、２
，９－フェナンスロリン－８－イル基、２，９－フェナンスロリン－１０－イル基、２，
８－フェナンスロリン－１－イル基、２，８－フェナンスロリン－３－イル基、２，８－
フェナンスロリン－４－イル基、２，８－フェナンスロリン－５－イル基、２，８－フェ
ナンスロリン－６－イル基、２，８－フェナンスロリン－７－イル基、２，８－フェナン
スロリン－９－イル基、２，８－フェナンスロリン－１０－イル基、２，７－フェナンス
ロリン－１－イル基、２，７－フェナンスロリン－３－イル基、２，７－フェナンスロリ
ン－４－イル基、２，７－フェナンスロリン－５－イル基、２，７－フェナンスロリン－
６－イル基、２，７－フェナンスロリン－８－イル基、２，７－フェナンスロリン－９－
イル基、２，７－フェナンスロリン－１０－イル基、１－フェナジニル基、２－フェナジ
ニル基、１－フェノチアジニル基、２－フェノチアジニル基、３－フェノチアジニル基、
４－フェノチアジニル基、１０－フェノチアジニル基、１－フェノキサジニル基、２－フ
ェノキサジニル基、３－フェノキサジニル基、４－フェノキサジニル基、１０－フェノキ
サジニル基、２－オキサゾリル基、４－オキサゾリル基、５－オキサゾリル基、２－オキ
サジアゾリル基、５－オキサジアゾリル基、３－フラザニル基、２－チエニル基、３－チ
エニル基、２－メチルピロール－１－イル基、２－メチルピロール－３－イル基、２－メ
チルピロール－４－イル基、２－メチルピロール－５－イル基、３－メチルピロール－１
－イル基、３－メチルピロール－２－イル基、３－メチルピロール－４－イル基、３－メ
チルピロール－５－イル基、２－ｔ－ブチルピロール－４－イル基、３－（２－フェニル
プロピル）ピロール－１－イル基、２－メチル－１－インドリル基、４－メチル－１－イ
ンドリル基、２－メチル－３－インドリル基、４－メチル－３－インドリル基、２－ｔ－
ブチル－１－インドリル基、４－ｔ－ブチル－１－インドリル基、２－ｔ－ブチル－３－
インドリル基、４－ｔ－ブチル－３－インドリル基等が挙げられる。
【００３５】
　置換又は無置換のアラルキル基の例としては、ベンジル基、１－フェニルエチル基、２
－フェニルエチル基、１－フェニルイソプロピル基、２－フェニルイソプロピル基、フェ
ニル－ｔ－ブチル基、α－ナフチルメチル基、１－α－ナフチルエチル基、２－α－ナフ
チルエチル基、１－α－ナフチルイソプロピル基、２－α－ナフチルイソプロピル基、β
－ナフチルメチル基、１－β－ナフチルエチル基、２－β－ナフチルエチル基、１－β－
ナフチルイソプロピル基、２－β－ナフチルイソプロピル基、１－ピロリルメチル基、２
－（１－ピロリル）エチル基、ｐ－メチルベンジル基、ｍ－メチルベンジル基、ｏ－メチ



(13) JP 2009-130141 A 2009.6.11

10

20

30

40

50

ルベンジル基、ｐ－クロロベンジル基、ｍ－クロロベンジル基、ｏ－クロロベンジル基、
ｐ－ブロモベンジル基、ｍ－ブロモベンジル基、ｏ－ブロモベンジル基、ｐ－ヨードベン
ジル基、ｍ－ヨードベンジル基、ｏ－ヨードベンジル基、ｐ－ヒドロキシベンジル基、ｍ
－ヒドロキシベンジル基、ｏ－ヒドロキシベンジル基、ｐ－アミノベンジル基、ｍ－アミ
ノベンジル基、ｏ－アミノベンジル基、ｐ－ニトロベンジル基、ｍ－ニトロベンジル基、
ｏ－ニトロベンジル基、ｐ－シアノベンジル基、ｍ－シアノベンジル基、ｏ－シアノベン
ジル基、１－ヒドロキシ－２－フェニルイソプロピル基、１－クロロ－２－フェニルイソ
プロピル基等が挙げられる。
【００３６】
　置換又は無置換のアリールオキシ基は、－ＯＺと表され、Ｚの例としてはフェニル基、
１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントリル基、２－アントリル基、９－アントリ
ル基、１－フェナントリル基、２－フェナントリル基、３－フェナントリル基、４－フェ
ナントリル基、９－フェナントリル基、１－ナフタセニル基、２－ナフタセニル基、９－
ナフタセニル基、１－ピレニル基、２－ピレニル基、４－ピレニル基、２－ビフェニルイ
ル基、３－ビフェニルイル基、４－ビフェニルイル基、ｐ－ターフェニル－４－イル基、
ｐ－ターフェニル－３－イル基、ｐ－ターフェニル－２－イル基、ｍ－ターフェニル－４
－イル基、ｍ－ターフェニル－３－イル基、ｍ－ターフェニル－２－イル基、ｏ－トリル
基、ｍ－トリル基、ｐ－トリル基、ｐ－ｔ－ブチルフェニル基、ｐ－（２－フェニルプロ
ピル）フェニル基、３－メチル－２－ナフチル基、４－メチル－１－ナフチル基、４－メ
チル－１－アントリル基、４’－メチルビフェニルイル基、４”－ｔ－ブチル－ｐ－ター
フェニル－４－イル基、２－ピロリル基、３－ピロリル基、ピラジニル基、２－ピリジニ
ル基、３－ピリジニル基、４－ピリジニル基、２－インドリル基、３－インドリル基、４
－インドリル基、５－インドリル基、６－インドリル基、７－インドリル基、１－イソイ
ンドリル基、３－イソインドリル基、４－イソインドリル基、５－イソインドリル基、６
－イソインドリル基、７－イソインドリル基、２－フリル基、３－フリル基、２－ベンゾ
フラニル基、３－ベンゾフラニル基、４－ベンゾフラニル基、５－ベンゾフラニル基、６
－ベンゾフラニル基、７－ベンゾフラニル基、１－イソベンゾフラニル基、３－イソベン
ゾフラニル基、４－イソベンゾフラニル基、５－イソベンゾフラニル基、６－イソベンゾ
フラニル基、７－イソベンゾフラニル基、２－キノリル基、３－キノリル基、４－キノリ
ル基、５－キノリル基、６－キノリル基、７－キノリル基、８－キノリル基、１－イソキ
ノリル基、３－イソキノリル基、４－イソキノリル基、５－イソキノリル基、６－イソキ
ノリル基、７－イソキノリル基、８－イソキノリル基、２－キノキサリニル基、５－キノ
キサリニル基、６－キノキサリニル基、１－フェナンスリジニル基、２－フェナンスリジ
ニル基、３－フェナンスリジニル基、４－フェナンスリジニル基、６－フェナンスリジニ
ル基、７－フェナンスリジニル基、８－フェナンスリジニル基、９－フェナンスリジニル
基、１０－フェナンスリジニル基、１－アクリジニル基、２－アクリジニル基、３－アク
リジニル基、４－アクリジニル基、９－アクリジニル基、１，７－フェナンスロリン－２
－イル基、１，７－フェナンスロリン－３－イル基、１，７－フェナンスロリン－４－イ
ル基、１，７－フェナンスロリン－５－イル基、１，７－フェナンスロリン－６－イル基
、１，７－フェナンスロリン－８－イル基、１，７－フェナンスロリン－９－イル基、１
，７－フェナンスロリン－１０－イル基、１，８－フェナンスロリン－２－イル基、１，
８－フェナンスロリン－３－イル基、１，８－フェナンスロリン－４－イル基、１，８－
フェナンスロリン－５－イル基、１，８－フェナンスロリン－６－イル基、１，８－フェ
ナンスロリン－７－イル基、１，８－フェナンスロリン－９－イル基、１，８－フェナン
スロリン－１０－イル基、１，９－フェナンスロリン－２－イル基、１，９－フェナンス
ロリン－３－イル基、１，９－フェナンスロリン－４－イル基、１，９－フェナンスロリ
ン－５－イル基、１，９－フェナンスロリン－６－イル基、１，９－フェナンスロリン－
７－イル基、１，９－フェナンスロリン－８－イル基、１，９－フェナンスロリン－１０
－イル基、１，１０－フェナンスロリン－２－イル基、１，１０－フェナンスロリン－３
－イル基、１，１０－フェナンスロリン－４－イル基、１，１０－フェナンスロリン－５
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－イル基、２，９－フェナンスロリン－１－イル基、２，９－フェナンスロリン－３－イ
ル基、２，９－フェナンスロリン－４－イル基、２，９－フェナンスロリン－５－イル基
、２，９－フェナンスロリン－６－イル基、２，９－フェナンスロリン－７－イル基、２
，９－フェナンスロリン－８－イル基、２，９－フェナンスロリン－１０－イル基、２，
８－フェナンスロリン－１－イル基、２，８－フェナンスロリン－３－イル基、２，８－
フェナンスロリン－４－イル基、２，８－フェナンスロリン－５－イル基、２，８－フェ
ナンスロリン－６－イル基、２，８－フェナンスロリン－７－イル基、２，８－フェナン
スロリン－９－イル基、２，８－フェナンスロリン－１０－イル基、２，７－フェナンス
ロリン－１－イル基、２，７－フェナンスロリン－３－イル基、２，７－フェナンスロリ
ン－４－イル基、２，７－フェナンスロリン－５－イル基、２，７－フェナンスロリン－
６－イル基、２，７－フェナンスロリン－８－イル基、２，７－フェナンスロリン－９－
イル基、２，７－フェナンスロリン－１０－イル基、１－フェナジニル基、２－フェナジ
ニル基、１－フェノチアジニル基、２－フェノチアジニル基、３－フェノチアジニル基、
４－フェノチアジニル基、１－フェノキサジニル基、２－フェノキサジニル基、３－フェ
ノキサジニル基、４－フェノキサジニル基、２－オキサゾリル基、４－オキサゾリル基、
５－オキサゾリル基、２－オキサジアゾリル基、５－オキサジアゾリル基、３－フラザニ
ル基、２－チエニル基、３－チエニル基、２－メチルピロール－１－イル基、２－メチル
ピロール－３－イル基、２－メチルピロール－４－イル基、２－メチルピロール－５－イ
ル基、３－メチルピロール－１－イル基、３－メチルピロール－２－イル基、３－メチル
ピロール－４－イル基、３－メチルピロール－５－イル基、２－ｔ－ブチルピロール－４
－イル基、３－（２－フェニルプロピル）ピロール－１－イル基、２－メチル－１－イン
ドリル基、４－メチル－１－インドリル基、２－メチル－３－インドリル基、４－メチル
－３－インドリル基、２－ｔ－ブチル－１－インドリル基、４－ｔ－ブチル－１－インド
リル基、２－ｔ－ブチル－３－インドリル基、４－ｔ－ブチル－３－インドリル基等が挙
げられる。
【００３７】
　置換又は無置換のアルコキシカルボニル基は－ＣＯＯＹと表され、Ｙの例としてはメチ
ル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｓ－ブチル基、イソブチ
ル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル
基、ヒドロキシメチル基、１－ヒドロキシエチル基、２－ヒドロキシエチル基、２－ヒド
ロキシイソブチル基、１，２－ジヒドロキシエチル基、１，３－ジヒドロキシイソプロピ
ル基、２，３－ジヒドロキシ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリヒドロキシプロピル基、
クロロメチル基、１－クロロエチル基、２－クロロエチル基、２－クロロイソブチル基、
１，２－ジクロロエチル基、１，３－ジクロロイソプロピル基、２，３－ジクロロ－ｔ－
ブチル基、１，２，３－トリクロロプロピル基、ブロモメチル基、１－ブロモエチル基、
２－ブロモエチル基、２－ブロモイソブチル基、１，２－ジブロモエチル基、１，３－ジ
ブロモイソプロピル基、２，３－ジブロモ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリブロモプロ
ピル基、ヨードメチル基、１－ヨードエチル基、２－ヨードエチル基、２－ヨードイソブ
チル基、１，２－ジヨードエチル基、１，３－ジヨードイソプロピル基、２，３－ジヨー
ド－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリヨードプロピル基、アミノメチル基、１－アミノエ
チル基、２－アミノエチル基、２－アミノイソブチル基、１，２－ジアミノエチル基、１
，３－ジアミノイソプロピル基、２，３－ジアミノ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリア
ミノプロピル基、シアノメチル基、１－シアノエチル基、２－シアノエチル基、２－シア
ノイソブチル基、１，２－ジシアノエチル基、１，３－ジシアノイソプロピル基、２，３
－ジシアノ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリシアノプロピル基、ニトロメチル基、１－
ニトロエチル基、２－ニトロエチル基、２－ニトロイソブチル基、１，２－ジニトロエチ
ル基、１，３－ジニトロイソプロピル基、２，３－ジニトロ－ｔ－ブチル基、１，２，３
－トリニトロプロピル基等が挙げられる。
【００３８】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、置換基を有し、前記置換基は、置換また
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は無置換のアリール基またはヘテロアリール基であることが好ましい。
　アリール基やヘテロアリール基を置換基として導入することにより、Ｅｇ（Ｔ）の調整
や分子会合の防止による長寿命化を図ることができる。
　なお、本発明では、前記置換基は、カルバゾール骨格を有さないことが好ましい。
　カルバゾール骨格を有する置換基を導入すると、Ｉｐが大きくなるなどによりＥｇ（Ｔ
）が大きくなって、より短波長の燐光ドーパントに対してもホストとして適用できるが、
概して酸化に弱いカルバゾール基の導入は寿命を短くすることに繋がるため好ましくない
。
　この点、本発明では、カルバゾール骨格を有する置換基を除き、Ｅｇ（Ｔ）は小さくな
るものの寿命が長いものとすることができる。
【００３９】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、置換または無置換の、フェナントレンジ
イル、クリセンジイル、フルオランテンジイル、トリフェニレンジイルの群から選ばれる
ことが好ましい。
　また、前記多環式縮合芳香族骨格部は、フェナントレン、クリセン、フルオランテン、
トリフェニレンを有する基で置換されていることが好ましい。
【００４０】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、下記の式（１）から式（４）のいずれか
で表されることが好ましい。
【００４１】
【化１】

【００４２】
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　式（１）～式（４）中、Ａｒ１～Ａｒ５は、置換または無置換の核炭素数４から１０の
縮合環構造を表す。
【００４３】
　式（１）で表される化合物としては、例えば、置換または無置換の、フェナントレン、
クリセンなどが挙げられる。
　式（２）で表される化合物としては、例えば、置換または無置換の、アセナフチレン、
アセナフテン、フルオランテンなどが挙げられる。
　式（３）で表される化合物としては、例えば、置換または無置換のベンゾフルオランテ
ンなどが挙げられる。
　式（４）で表される化合物としては、例えば、置換または無置換のナフタレンなどが挙
げられる。
【００４４】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、下記式（５０）で表されるフェナントレ
ンの単体または誘導体であることが好ましい。
【００４５】
【化２】

【００４６】
　フェナントレン誘導体の置換基としては、例えば、アルキル基、シクロアルキル基、ア
ラルキル基、アルケニル基、シクロアルケニル基、アルキニル基、水酸基、メルカプト基
、アルコキシ基、アルキルチオ基、アリールエーテル基、アリールチオエーテル基、アリ
ール基、複素環基、ハロゲン、ハロアルカン、ハロアルケン、ハロアルキン、シアノ基、
アルデヒド基、カルボニル基、カルボキシル基、エステル基、アミノ基、ニトロ基、シリ
ル基、シロキサニル基が挙げられる。
　このようなフェナントレン誘導体としては、例えば、下記式（５０Ａ）のものが挙げら
れる。
【００４７】

【化３】

【００４８】
　式（５０Ａ）中、Ｒ１～Ｒ１０は、それぞれ独立に、水素原子または、核炭素数５～３
０の置換基もしくは無置換のアリール基、炭素数１から３０の分岐または直鎖のアルキル
基、炭素数３から２０の置換若または無置換のシクロアルキル基が単独または複数の組み
合わせで構成される置換基を表す。
　式（５０）で表されるフェナントレン誘導体の具体例としては、下記のものが挙げられ
る。
【００４９】
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【００５０】
【化５】

【００５１】
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【００５２】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、下記式（５１）で表されるクリセンの単
体または誘導体であることが好ましい。
【００５３】
【化７】

【００５４】
　このようなクリセン誘導体としては、例えば、下記式（５１Ａ）のものが挙げられる。
【００５５】

【化８】

【００５６】
　式（５１Ａ）中、Ｒ１～Ｒ１２は、それぞれ独立に、水素原子または、核炭素数５～３
０の置換基もしくは無置換のアリール基、炭素数１から３０の分岐または直鎖のアルキル
基、炭素数３から２０の置換若または無置換のシクロアルキル基が単独または複数の組み
合わせで構成される置換基を表す。
　式（５１）で表されるクリセン誘導体の具体例としては、下記のものが挙げられる。
【００５７】
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【００５８】
【化１０】

【００５９】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、下記式（５２）で表される化合物（ベン
ゾ［ｃ］フェナントレン）の単体または誘導体であることが好ましい。
【００６０】
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【００６１】
　このようなベンゾ［ｃ］フェナントレン誘導体としては、例えば、下記式（５２Ａ）の
ものが挙げられる。
【００６２】

【化１２】

【００６３】
　式（５２Ａ）中、Ｒ１～Ｒ９は、それぞれ独立に、水素原子または、核炭素数５～３０
の置換基もしくは無置換のアリール基、炭素数１から３０の分岐または直鎖のアルキル基
、炭素数３から２０の置換若または無置換のシクロアルキル基が単独または複数の組み合
わせで構成される置換基を表す。
　式（５２）で表されるベンゾ［ｃ］フェナントレン誘導体の具体例としては、下記のも
のが挙げられる。
【００６４】
【化１３】

【００６５】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、下記式（５３）で表される化合物（ベン
ゾ［ｃ］クリセン）の単体または誘導体であることが好ましい。
【００６６】
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【化１４】

【００６７】
　このようなベンゾ［ｃ］クリセン誘導体としては、例えば、下記式（５３Ａ）のものが
挙げられる。
【００６８】

【化１５】

【００６９】
　式（５３Ａ）中、Ｒ１～Ｒ１１は、それぞれ独立に、水素原子または、核炭素数５～３
０の置換基もしくは無置換のアリール基、炭素数１から３０の分岐または直鎖のアルキル
基、炭素数３から２０の置換若または無置換のシクロアルキル基が単独または複数の組み
合わせで構成される置換基を表す。
　式（５３）で表されるベンゾ［ｃ］クリセン誘導体の具体例としては、下記のものが挙
げられる。
【００７０】
【化１６】

【００７１】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、下記式（５４）で表される化合物（ジベ
ンゾ［ｃ、ｇ］フェナントレン）の単体または誘導体であることが好ましい。
【００７２】
【化１７】

【００７３】
　このような化合物の誘導体としては、例えば、下記のものが挙げられる。
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【００７４】
【化１８】

【００７５】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、下記式（５５）で表されるフルオランテ
ンの単体または誘導体であることが好ましい。
【００７６】

【化１９】

【００７７】
　このようなフルオランテン誘導体としては、例えば、下記式（５５Ａ）のものが挙げら
れる。
【００７８】

【化２０】

【００７９】
　式（５５Ａ）中、Ｘ１２～Ｘ２１は水素原子、ハロゲン原子、直鎖、分岐または環状の
アルキル基、直鎖、分岐または環状のアルコキシ基、あるいは置換または未置換のアリー
ル基を表す。
　なお、アリール基とは、例えば、フェニル基、ナフチル基などの炭素環式芳香族基、例
えば、フリル基、チエニル基、ピリジル基などの複素環式芳香族基を表す。
【００８０】
　Ｘ１２～Ｘ２１は、好ましくは、水素原子、ハロゲン原子（例えば、フッ素原子、塩素
原子、臭素原子）、炭素数１～１６の直鎖、分岐または環状のアルキル基（例えば、メチ
ル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、sec
－ブチル基、tert－ブチル基、ｎ－ペンチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、tert
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ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、シクロヘキシルメチル基、ｎ－オクチル基、tert－オクチ
ル基、２－エチルヘキシル基、ｎ－ノニル基、ｎ－デシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－テト
ラデシル基、ｎ－ヘキサデシル基など）、炭素数１～１６の直鎖、分岐または環状のアル
コキシ基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ基、イソプロポキシ基、ｎ
－ブトキシ基、イソブトキシ基、sec－ブトキシ基、ｎ－ペンチルオキシ基、ネオペンチ
ルオキシ基、シクロペンチルオキシ基、ｎ－ヘキシルオキシ基、３，３－ジメチルブチル
オキシ基、シクロヘキシルオキシ基、ｎ－ヘプチルオキシ基、ｎ－オクチルオキシ基、２
－エチルヘキシルオキシ基、ｎ－ノニルオキシ基、ｎ－デシルオキシ基、ｎ－ドデシルオ
キシ基、ｎ－テトラデシルオキシ基、ｎ－ヘキサデシルオキシ基など）、あるいは炭素数
４～１６の置換または未置換のアリール基（例えば、フェニル基、２－メチルフェニル基
、３－メチルフェニル基、４－メチルフェニル基、４－エチルフェニル基、４－ｎ－プロ
ピルフェニル基、４－イソプロピルフェニル基、４－ｎ－ブチルフェニル基、４－tert－
ブチルフェニル基、４－イソペンチルフェニル基、４－tert－ペンチルフェニル基、４－
ｎ－ヘキシルフェニル基、４－シクロヘキシルフェニル基、４－ｎ－オクチルフェニル基
、４－ｎ－デシルフェニル基、２，３－ジメチルフェニル基、２，４－ジメチルフェニル
基、２，５－ジメチルフェニル基、３，４－ジメチルフェニル基、５－インダニル基、１
，２，３，４－テトラヒドロ－５－ナフチル基、１，２，３，４－テトラヒドロ－６－ナ
フチル基、２－メトキシフェニル基、３－メトキシフェニル基、４－メトキシフェニル基
、３－エトキシフェニル基、４－エトキシフェニル基、４－ｎ－プロポキシフェニル基、
４－イソプロポキシフェニル基、４－ｎ－ブトキシフェニル基、４－ｎ－ペンチルオキシ
フェニル基、４－ｎ－ヘキシルオキシフェニル基、４－シクロヘキシルオキシフェニル基
、４－ｎ－ヘプチルオキシフェニル基、４－ｎ－オクチルオキシフェニル基、４－ｎ－デ
シルオキシフェニル基、２，３－ジメトキシフェニル基、２，５－ジメトキシフェニル基
、３，４－ジメトキシフェニル基、２－メトキシ－５－メチルフェニル基、３－メチル－
４－メトキシフェニル基、２－フルオロフェニル基、３－フルオロフェニル基、４－フル
オロフェニル基、２－クロロフェニル基、３－クロロフェニル基、４－クロロフェニル基
、４－ブロモフェニル基、４－トリフルオロメチルフェニル基、３，４－ジクロロフェニ
ル基、２－メチル－４－クロロフェニル基、２－クロロ－４－メチルフェニル基、３－ク
ロロ－４－メチルフェニル基、２－クロロ－４－メトキシフェニル基、４－フェニルフェ
ニル基、３－フェニルフェニル基、４－（４’－メチルフェニル）フェニル基、４－（４
’－メトキシフェニル）フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、４－エトキシ－
１－ナフチル基、６－メトキシ－２－ナフチル基、７－エトキシ－２－ナフチル基、２－
フリル基、２－チエニル基、３－チエニル基、２－ピリジル基、３－ピリジル基、４－ピ
リジル基など）であり、より好ましくは、水素原子、フッ素原子、塩素原子、炭素数１～
１０のアルキル基、炭素数１～１０のアルコキシ基または炭素数６～１２のアリール基で
あり、さらに好ましくは、水素原子、フッ素原子、塩素原子、炭素数１～６のアルキル基
、炭素数１～６のアルコキシ基または炭素数６～１０の炭素環式芳香族基である。
【００８１】
　式（５５）で表されるフルオランテン誘導体の具体例としては、下記のものが挙げられ
る。
【００８２】
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【００８３】
【化２２】

【００８４】
　置換または無置換のベンゾフルオランテンとしては、例えば、下記式（５５１）で表さ
れるベンゾ[b]フルオランテンの単体または誘導体や、式（５５２）で表されるベンゾ[k]
フルオランテンの単体または誘導体が挙げられる。
【００８５】
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【化２３】

【００８６】
　式（５５１）および式（５５２）中、Ｘ１～Ｘ24は水素原子、ハロゲン原子、直鎖、分
岐または環状のアルキル基、直鎖、分岐または環状のアルコキシ基、あるいは置換または
未置換のアリール基を表す。
　なお、アリール基とは、例えば、フェニル基、ナフチル基などの炭素環式芳香族基、例
えば、フリル基、チエニル基、ピリジル基などの複素環式芳香族基を表す。
【００８７】
　Ｘ１～Ｘ24は、好ましくは、水素原子、ハロゲン原子（例えば、フッ素原子、塩素原子
、臭素原子）、炭素数１～１６の直鎖、分岐または環状のアルキル基（例えば、メチル基
、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、sec－ブ
チル基、tert－ブチル基、ｎ－ペンチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、tert－ペ
ンチル基、シクロペンチル基、ｎ－ヘキシル基、３，３－ジメチルブチル基、シクロヘキ
シル基、ｎ－ヘプチル基、シクロヘキシルメチル基、ｎ－オクチル基、tert－オクチル基
、２－エチルヘキシル基、ｎ－ノニル基、ｎ－デシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－テトラデ
シル基、ｎ－ヘキサデシル基など）、炭素数１～１６の直鎖、分岐または環状のアルコキ
シ基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ基、イソプロポキシ基、ｎ－ブ
トキシ基、イソブトキシ基、sec－ブトキシ基、ｎ－ペンチルオキシ基、ネオペンチルオ
キシ基、シクロペンチルオキシ基、ｎ－ヘキシルオキシ基、３，３－ジメチルブチルオキ
シ基、シクロヘキシルオキシ基、ｎ－ヘプチルオキシ基、ｎ－オクチルオキシ基、２－エ
チルヘキシルオキシ基、ｎ－ノニルオキシ基、ｎ－デシルオキシ基、ｎ－ドデシルオキシ
基、ｎ－テトラデシルオキシ基、ｎ－ヘキサデシルオキシ基など）、あるいは炭素数４～
１６の置換または未置換のアリール基（例えば、フェニル基、２－メチルフェニル基、３
－メチルフェニル基、４－メチルフェニル基、４－エチルフェニル基、４－ｎ－プロピル
フェニル基、４－イソプロピルフェニル基、４－ｎ－ブチルフェニル基、４－tert－ブチ
ルフェニル基、４－イソペンチルフェニル基、４－tert－ペンチルフェニル基、４－ｎ－
ヘキシルフェニル基、４－シクロヘキシルフェニル基、４－ｎ－オクチルフェニル基、４
－ｎ－デシルフェニル基、２，３－ジメチルフェニル基、２，４－ジメチルフェニル基、
２，５－ジメチルフェニル基、３，４－ジメチルフェニル基、５－インダニル基、１，２
，３，４－テトラヒドロ－５－ナフチル基、１，２，３，４－テトラヒドロ－６－ナフチ
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－エトキシフェニル基、４－エトキシフェニル基、４－ｎ－プロポキシフェニル基、４－
イソプロポキシフェニル基、４－ｎ－ブトキシフェニル基、４－ｎ－ペンチルオキシフェ
ニル基、４－ｎ－ヘキシルオキシフェニル基、４－シクロヘキシルオキシフェニル基、４
－ｎ－ヘプチルオキシフェニル基、４－ｎ－オクチルオキシフェニル基、４－ｎ－デシル
オキシフェニル基、２，３－ジメトキシフェニル基、２，５－ジメトキシフェニル基、３
，４－ジメトキシフェニル基、２－メトキシ－５－メチルフェニル基、３－メチル－４－
メトキシフェニル基、２－フルオロフェニル基、３－フルオロフェニル基、４－フルオロ
フェニル基、２－クロロフェニル基、３－クロロフェニル基、４－クロロフェニル基、４
－ブロモフェニル基、４－トリフルオロメチルフェニル基、３，４－ジクロロフェニル基
、２－メチル－４－クロロフェニル基、２－クロロ－４－メチルフェニル基、３－クロロ
－４－メチルフェニル基、２－クロロ－４－メトキシフェニル基、４－フェニルフェニル
基、３－フェニルフェニル基、４－（４’－メチルフェニル）フェニル基、４－（４’－
メトキシフェニル）フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、４－エトキシ－１－
ナフチル基、６－メトキシ－２－ナフチル基、７－エトキシ－２－ナフチル基、２－フリ
ル基、２－チエニル基、３－チエニル基、２－ピリジル基、３－ピリジル基、４－ピリジ
ル基など）であり、より好ましくは、水素原子、フッ素原子、塩素原子、炭素数１～１０
のアルキル基、炭素数１～１０のアルコキシ基または炭素数６～１２のアリール基であり
、さらに好ましくは、水素原子、フッ素原子、塩素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭
素数１～６のアルコキシ基または炭素数６～１０の炭素環式芳香族基である。
【００８８】
　式（５５１）で表されるベンゾ[b]フルオランテン誘導体としては、例えば、下記のも
のが挙げられる。
【００８９】
【化２４】

【００９０】
　式（５５２）で表されるベンゾ[k]フルオランテン誘導体としては、例えば、下記のも
のが挙げられる。
【００９１】
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【００９２】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、下記式（５６）で表されるトリフェニレ
ンの単体または誘導体であることが好ましい。
【００９３】

【化２６】

【００９４】
　このようなトリフェニレン誘導体としては、例えば、下記式（５６Ａ）のものが挙げら
れる。
【００９５】
【化２７】

【００９６】
　式（５６Ａ）中、Ｒ１～Ｒ６は、それぞれ独立に、水素原子または、核炭素数５～３０
の置換基もしくは無置換のアリール基、炭素数１から３０の分岐または直鎖のアルキル基
、炭素数３から２０の置換若または無置換のシクロアルキル基が単独または複数の組み合
わせで構成される置換基を表す。
　式（５６）で表されるトリフェニレン誘導体の具体例としては、下記のものが挙げられ
る。
【００９７】
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【００９８】
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【化３０】

【０１００】
【化３１】

【０１０１】
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【０１０２】
　本発明では、前記多環式縮合芳香族骨格部は、ナフタレンの単体または誘導体であるこ
とが好ましい。
　ナフタレン誘導体としては、例えば、下記式（５７Ａ）のものが挙げられる。
【０１０３】

【化３３】

【０１０４】
　式（５７Ａ）中、Ｒ１～Ｒ８は、それぞれ独立に、水素原子または、核炭素数５～３０
の置換基もしくは無置換のアリール基、炭素数１から３０の分岐または直鎖のアルキル基
、炭素数３から２０の置換若または無置換のシクロアルキル基が単独または複数の組み合
わせで構成される置換基を表す。
　ナフタレン誘導体の具体例としては、下記のものが挙げられる。
【０１０５】
【化３４】

【０１０６】
　なお、多環式縮合芳香族骨格部には、窒素原子が含まれていてもよく、例えば、下記の
ものであってもよい。
【０１０７】
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【化３５】

【０１０８】
　また、例えば以下に示すようなフルオレン化合物も、本発明のホストとして利用できる
。
【０１０９】
【化３６】

【０１１０】
　本発明では、前記第１ホストは、置換または無置換の、フェナントレンまたはクリセン
、トリフェニレン、ナフタレン、フルオランテンであることが好ましい。
　フェナントレンまたはクリセン、トリフェニレン、ナフタレン、フルオランテンとして
は、例えば、上述のものが挙げられる。
　第１ホストが、置換または無置換の、フェナントレンまたはクリセン、トリフェニレン
、ナフタレン、フルオランテンであれば、多環式縮合芳香族であり、かつＥｇ（Ｔ）が２
．１～２．７ｅＶであり、赤ないし緑色の燐光発光性有機ＥＬ素子の高効率、長寿命化が
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【０１１１】
　本発明では、前記第１ホストは、置換または無置換の、フェナントレンまたはクリセン
であることが好ましい。
　本発明では、前記第２ホストは、核原子数が１０から３０で置換基を有していてもよい
前記多環式縮合芳香族骨格部を有することが好ましい。
【０１１２】
　本発明では、前記第２ホストは、置換または無置換の、フェナントレンまたはクリセン
であることが好ましい。
　フェナントレンまたはクリセンとしては、例えば、上述のものが挙げられる。
【０１１３】
　本発明では、前記第１ホストは、前記多環式縮合芳香族骨格部を有し、前記第２ホスト
のイオン化ポテンシャルは、前記第１ホストのイオン化ポテンシャルよりも小さく、前記
ホストは、１質量％以上５０質量％以下の前記第２ホストを含有することが好ましい。
　ここで、第２ホストがホストの１質量％未満であると、素子作製が困難となり好ましく
ない。一方、第２ホストがホストの５０質量％を超えると、第１ホストの含有量が少なく
なり、発光効率および発光寿命が短くなるおそれがある。
　なお、第２ホストのホストに対する含有量は、５質量％以上４９質量％以下であること
がより好ましい。
【０１１４】
　本発明では、前記燐光ドーパントは、Ｉｒ，Ｐｔ，Ｏｓ，Ａｕ，Ｃｕ，Ｒｅ，Ｒｕから
選択される金属と配位子とからなる金属錯体を含有することが好ましい。
【０１１５】
　ドーパントの具体例としては、例えば、ＰＱＩｒ（iridium(III) bis(2-phenyl quinol
yl-N,C2’) acetylacetonate）、Ｉｒ（ｐｐｙ）３（fac-tris(2-phenylpyridine) iridi
um）の他、下記の化合物が挙げられる。
【０１１６】
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【０１１８】
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【化４０】

【０１２０】
　本発明では、前記燐光ドーパントは、最高発光輝度の波長が５００ｎｍ以上７００ｎｍ
以下であることが好ましい。
　最高発光輝度の波長は、５８０ｎｍ以上６８０ｎｍ以下であることがより好ましく、６
００ｎｍ以上６６０ｎｍ以下であることがさらに好ましい。
　このような発光波長の燐光ドーパントを本発明のホストにドープして発光層を構成する
ことにより、高効率な有機ＥＬ素子とできる。
【０１２１】
　本発明では、前記有機薄膜層は、前記陰極と前記燐光発光層との間に電子注入層を有し
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【０１２２】
　電子注入層又は電子輸送層は、発光層への電子の注入を助ける層であって、電子移動度
が大きい。電子注入層はエネルギーレベルの急な変化を緩和する等、エネルギーレベルを
調整するために設ける。電子注入層又は電子輸送層に用いられる材料としては、８－ヒド
ロキシキノリン又はその誘導体の金属錯体、オキサジアゾール誘導体、含窒素複素環誘導
体が好適である。上記８－ヒドロキシキノリン又はその誘導体の金属錯体の具体例として
は、オキシン（一般に８－キノリノール又は８－ヒドロキシキノリン）のキレートを含む
金属キレートオキシノイド化合物、例えばトリス（８－キノリノール）アルミニウムを用
いることができる。そして、オキサジアゾール誘導体としては、下記のものを挙げること
ができる。
【０１２３】
【化４１】

【０１２４】
　（式中、Ａｒ１７、Ａｒ１８、Ａｒ１９、Ａｒ２１、Ａｒ２２及びＡｒ２５は、それぞ
れ置換基を有する若しくは有しないアリール基を示し、Ａｒ１７とＡｒ１８、Ａｒ１９と
Ａｒ２１、Ａｒ２２とＡｒ２５は、たがいに同一でも異なっていてもよい。Ａｒ２０、Ａ
ｒ２３及びＡｒ２４は、それぞれ置換基を有する若しくは有しないアリーレン基を示し、
Ａｒ２３とＡｒ２４は、たがいに同一でも異なっていてもよい。）
　また、アリーレン基としては、フェニレン基、ナフチレン基、ビフェニレン基、アント
ラニレン基、ペリレニレン基、ピレニレン基などが挙げられる。そして、これらへの置換
基としては炭素数１～１０のアルキル基、炭素数１～１０のアルコキシ基またはシアノ基
等が挙げられる。この電子伝達化合物は、薄膜形成性の良好なものが好ましく用いられる
。そして、これら電子伝達性化合物の具体例としては、下記のものを挙げることができる
。
【０１２５】
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【化４２】

【０１２６】
　含窒素複素環誘導体としては、以下の一般式を有する有機化合物からなる含窒素複素環
誘導体であって、金属錯体でない含窒素化合物が挙げられる。例えば、（Ａ）に示す骨格
を含有する５員環もしくは６員環や、式（Ｂ）に示す構造のものが挙げられる。
【０１２７】

【化４３】

【０１２８】
　（式（Ｂ）中、Ｘは炭素原子もしくは窒素原子を表す。Ｚ１ならびにＺ２は、それぞれ
独立に含窒素ヘテロ環を形成可能な原子群を表す。）
【０１２９】

【化４４】

【０１３０】
　好ましくは、５員環もしくは６員環からなる含窒素芳香多環族を有する有機化合物。さ
らには、このような複数窒素原子を有する含窒素芳香多環族の場合は、上記（Ａ）と（Ｂ
）もしくは（Ａ）と（Ｃ）を組み合わせた骨格を有する含窒素芳香多環有機化合物。
【０１３１】
　含窒素有機化合物の含窒素基は、例えば、以下の一般式で表される含窒素複素環基から
選択される。
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【０１３２】
【化４５】

【０１３３】
　（各式中、Ｒは、炭素数６～４０のアリール基、炭素数３～４０のヘテロアリール基、
炭素数１～２０のアルキル基又は炭素数１～２０のアルコキシ基であり、ｎは０～５の整
数であり、ｎが２以上の整数であるとき、複数のＲは互いに同一又は異なっていてもよい
。）
【０１３４】
さらに、好ましい具体的な化合物として、下記式で表される含窒素複素環誘導体が挙げ
られる。
【０１３５】
【化４６】

【０１３６】
（式中、ＨＡｒは、置換基を有していても良い炭素数３～４０の含窒素複素環であり、Ｌ
１は単結合、置換基を有していてもよい炭素数６～４０のアリーレン基又は置換基を有し
ていてもよい炭素数３～４０のヘテロアリーレン基であり、Ａｒ１は置換基を有していて
も良い炭素数６～４０の２価の芳香族炭化水素基であり、Ａｒ２は置換基を有していても
良い炭素数６～４０のアリール基又は置換基を有していてもよい炭素数３～４０のヘテロ
アリール基である。）
【０１３７】
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　ＨＡｒは、例えば、下記の群から選択される。
【０１３８】
【化４７】

【０１３９】
　Ｌ１は、例えば、下記の群から選択される。
【０１４０】
【化４８】

【０１４１】
　Ａｒ２は、例えば、下記の群から選択される。
【０１４２】
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【化４９】

【０１４３】
　Ａｒ１は、例えば、下記のアリールアントラニル基から選択される。
【０１４４】
【化５０】

【０１４５】
　（式中、Ｒ１～Ｒ１４は、それぞれ独立して、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～２
０のアルキル基、炭素数１～２０のアルコキシ基、炭素数６～４０のアリールオキシ基、
置換基を有していてもよい炭素数６～４０のアリール基又は炭素数３～４０のヘテロアリ
ール基であり、Ａｒ３は、置換基を有していてもよい炭素数６～４０のアリール基又は炭
素数３～４０のヘテロアリール基である。）
　また、上記式で表されるＡｒ１において、Ｒ１～Ｒ８は、いずれも水素原子である含窒
素複素環誘導体。
【０１４６】
　この他、下記の化合物（特開平９－３４４８号公報参照）も好適に用いられる。
【０１４７】

【化５１】

【０１４８】
（式中、Ｒ１～Ｒ４は、それぞれ独立に、水素原子、置換もしくは未置換の脂肪族基、置
換もしくは未置換の脂肪族式環基、置換もしくは未置換の炭素環式芳香族環基、置換もし
くは未置換の複素環基を表し、Ｘ１、Ｘ２は、それぞれ独立に、酸素原子、硫黄原子もし
くはジシアノメチレン基を表す。）
【０１４９】
　また、下記の化合物（特開２０００－１７３７７４号公報参照）も好適に用いられる。
【０１５０】
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【０１５１】
　式中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は互いに同一の又は異なる基であって、下記式で表わ
されるアリール基である。
【０１５２】

【化５３】

【０１５３】
（式中、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、Ｒ８及びＲ９は互いに同一の又は異なる基であって、水素原
子、或いはそれらの少なくとも１つが飽和または不飽和アルコキシル基、アルキル基、ア
ミノ基又はアルキルアミノ基である。）
【０１５４】
　さらに、該含窒素複素環基もしくは含窒素複素環誘導体を含む高分子化合物であっても
よい。
【０１５５】
　また、電子輸送層は、下記式（２０１）～（２０３）で表される含窒素複素環誘導体の
少なくともいずれかを含有することが好ましい。
【０１５６】
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【化５４】

【０１５７】
　式（２０１）～（２０３）中、Ｒは、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数６～
６０のアリール基、置換基を有していてもよいピリジル基、置換基を有していてもよいキ
ノリル基、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルキル基又は置換基を有してい
てもよい炭素数１～２０のアルコキシ基で、ｎは０～４の整数であり、
　Ｒ１は、置換基を有していてもよい炭素数６～６０のアリール基、置換基を有していて
もよいピリジル基、置換基を有していてもよいキノリル基、置換基を有していてもよい炭
素数１～２０のアルキル基又は炭素数１～２０のアルコキシ基であり、
　Ｒ２及びＲ３は、それぞれ独立に、水素原子、置換基を有していてもよい炭素数６～６
０のアリール基、置換基を有していてもよいピリジル基、置換基を有していてもよいキノ
リル基、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルキル基又は置換基を有していて
もよい炭素数１～２０のアルコキシ基であり、
　Ｌは、置換基を有していてもよい炭素数６～６０のアリーレン基、置換基を有していて
もよいピリジニレン基、置換基を有していてもよいキノリニレン基又は置換基を有してい
てもよいフルオレニレン基であり、
　Ａｒ１は、置換基を有していてもよい炭素数６～６０のアリーレン基、置換基を有して
いてもよいピリジニレン基又は置換基を有していてもよいキノリニレン基であり、
　Ａｒ２は、置換基を有していてもよい炭素数６～６０のアリール基、置換基を有してい
てもよいピリジル基、置換基を有していてもよいキノリル基、置換基を有していてもよい
炭素数１～２０のアルキル基又は置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルコキシ
基である。
　Ａｒ３は、置換基を有していてもよい炭素数６～６０のアリール基、置換基を有してい
てもよいピリジル基、置換基を有していてもよいキノリル基、置換基を有していてもよい
炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルコキシ基
、又は－Ａｒ１－Ａｒ２で表される基（Ａｒ１及びＡｒ２は、それぞれ前記と同じ）であ
る。
【０１５８】
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　なお、前記式（２０１）～（２０３）において、Ｒは、水素原子、置換基を有していて
もよい炭素数６～６０のアリール基、置換基を有していてもよいピリジル基、置換基を有
していてもよいキノリル基、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルキル基又は
置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルコキシ基である。
【０１５９】
　前記炭素数６～６０のアリール基としては、炭素数６～４０のアリール基が好ましく、
炭素数６～２０のアリール基がさらに好ましく、具体的には、フェニル基、ナフチル基、
アントリル基、フェナントリル基、ナフタセニル基、クリセニル基、ピレニル基、ビフェ
ニル基、ターフェニル基、トリル基、ｔ－ブチルフェニル基、（２－フェニルプロピル）
フェニル基、フルオランテニル基、フルオレニル基、スピロビフルオレンからなる１ 価
の基、パーフルオロフェニル基、パーフルオロナフチル基、パーフルオロアントリル基、
パーフルオロビフェニル基、９ － フェニルアントラセンからなる１価の基、９－ （１
’－ナフチル） アントラセンからなる１価の基、９－（２’－ナフチル）アントラセン
からなる１価の基、６－フェニルクリセンからなる１価の基、９－［４－（ジフェニルア
ミノ）フェニル］アントラセンからなる１価の基等が挙げられ、フェニル基、ナフチル基
、ビフェニル基、ターフェニル基、９－（１０－フェニル）アントリル基、９－［１０－
（１’－ナフチル）］アントリル基、９－［１０－（２’－ナフチル）］アントリル基等
が好ましい。
【０１６０】
　炭素数１～２０のアルキル基としては、炭素数１～６のアルキル基が好ましく、具体的
には、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基等の他、及
びトリフルオロメチル基等のハロアルキル基が挙げられ、炭素数が３ 以上のものは直鎖
状、環状又は分岐を有するものでもよい。
　炭素数１～２０のアルコキシ基としては、炭素数１～６のアルコキシ基が好ましく、具
体的には、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘ
キシルオキシ基等が挙げられ、炭素数が３以上のものは直鎖状、環状又は分岐を有するも
のでもよい。
【０１６１】
　Ｒの示す各基の置換基としては、ハロゲン原子、置換基を有していてもよい炭素数１～
２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルコキシ基、置換基を
有していてもよい炭素数６～４０のアリールオキシ基、置換基を有していてもよい炭素数
６～４０のアリール基又は置換基を有していてもよい炭素数３～４０のヘテロアリール基
等が挙げられる。
　ハロゲン原子としては、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素等が挙げられる。
　炭素数１～２０のアルキル基、炭素数１～２０のアルコキシ基、炭素数６～４０のアリ
ール基としては、前記と同様のものが挙げられる。
【０１６２】
　炭素数６～４０のアリールオキシ基としては、例えば、フェノキシ基、ビフェニルオキ
シ基等が挙げられる。
　炭素数３～４０のヘテロアリール基としては、例えば、ピローリル基、フリル基、チエ
ニル基、シローリル基、ピリジル基、キノリル基、イソキノリル基、ベンゾフリル基、イ
ミダゾリル基、ピリミジル基、カルバゾリル基、セレノフェニル基、オキサジアゾリル基
、トリアゾーリル基等が挙げられる。
　ｎは０～４の整数であり、０～２であると好ましい。
【０１６３】
　前記式（２０１）において、Ｒ１は、置換基を有していてもよい炭素数６～６０のアリ
ール基、置換基を有していてもよいピリジル基、置換基を有していてもよいキノリル基、
置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルキル基又は炭素数１～２０のアルコキシ
基である。
　これら各基の具体例、好ましい炭素数及び置換基としては、前記Ｒについて説明したも
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【０１６４】
　前記式（２０２） 及び（２０３）において、Ｒ２及びＲ３は、それぞれ独立に、水素
原子、置換基を有していてもよい炭素数６～６０のアリール基、置換基を有していてもよ
いピリジル基、置換基を有していてもよいキノリル基、置換基を有していてもよい炭素数
１～２０のアルキル基又は置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルコキシ基であ
る。
　これら各基の具体例、好ましい炭素数及び置換基としては、前記Ｒについて説明したも
のと同様である。
【０１６５】
　前記式（２０１）～（２０３）において、Ｌは、置換基を有していてもよい炭素数６～
６０のアリーレン基、置換基を有していてもよいピリジニレン基、置換基を有していても
よいキノリニレン基又は置換基を有していてもよいフルオレニレン基である。
　炭素数６～６０のアリーレン基としては、炭素数６～４０のアリーレン基が好ましく、
炭素数６～２０のアリーレン基がさらに好ましく、具体的には、前記Ｒについて説明した
アリール基から水素原子１個を除去して形成される２価の基が挙げられる。Ｌの示す各基
の置換基としては、前記Ｒについて説明したものと同様である。
【０１６６】
　また、Ｌは、
【０１６７】
【化５５】

【０１６８】
からなる群から選択される基であると好ましい。
　前記式（２０１） において、Ａｒ１は、置換基を有していてもよい炭素数６～６０の
アリーレン基、置換基を有していてもよいピリジニレン基又は置換基を有していてもよい
キノリニレン基である。Ａｒ１及びＡｒ３の示す各基の置換基としては、それぞれ前記Ｒ
について説明したものと同様である。
　また、Ａｒ１は、下記式（１０１）～（１１０）で表される縮合環基から選択されるい
ずれかの基であると好ましい。
【０１６９】
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【化５６】

【０１７０】
　前記式（１０１）～（１１０）中、それぞれの縮合環は、ハロゲン原子、置換基を有し
ていてもよい炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数１～２０ 
のアルコキシ基、置換基を有していてもよい炭素数６～４０のアリールオキシ基、置換基
を有していてもよい炭素数６～４０のアリール基又は置換基を有していてもよい炭素数３
～４０のヘテロアリール基からなる結合基が結合していてもよく、該結合基が複数ある場
合は、該結合基は互いに同一でも異なっていてもよい。これら各基の具体例としては、前
記と同様のものが挙げられる。
　前記式（１１０）において、Ｌ’は、単結合、又は
【０１７１】
【化５７】

【０１７２】
からなる群から選択される基である。
　Ａｒ１の示す前記式（１０３）が、下記式（１１１）～（１２５）で表される縮合環基
であると好ましい。
【０１７３】
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【化５８】

【０１７４】
　前記式（１１１）～（１２５）中、それぞれの縮合環は、ハロゲン原子、置換基を有し
ていてもよい炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数１～２０ 
のアルコキシ基、置換基を有していてもよい炭素数６～４０のアリールオキシ基、置換基
を有していてもよい炭素数６～４０のアリール基又は置換基を有していてもよい炭素数３
～４０のヘテロアリール基からなる結合基が結合していてもよく、該結合基が複数ある場
合は、該結合基は互いに同一でも異なっていてもよい。これら各基の具体例としては、前
記と同様のものが挙げられる。
【０１７５】
　前記式（２０１）において、Ａｒ２は、置換基を有していてもよい炭素数６～６０のア
リール基、置換基を有していてもよいピリジル基、置換基を有していてもよいキノリル基
、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルキル基又は置換基を有していてもよい
炭素数１～２０のアルコキシ基である。
　これら各基の具体例、好ましい炭素数及び置換基としては、前記Ｒ について説明した
ものと同様である。
【０１７６】
　前記式（２０２）及び（２０３）において、Ａｒ３は、置換基を有していてもよい炭素
数６～６０のアリール基、置換基を有していてもよいピリジル基、置換基を有していても
よいキノリル基、置換基を有していてもよい炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有し
ていてもよい炭素数１～２０のアルコキシ基、又は－Ａｒ１－Ａｒ２で表される基（Ａｒ
１及びＡｒ２は、それぞれ前記と同じ）である。
　これら各基の具体例、好ましい炭素数及び置換基としては、前記Ｒについて説明したも
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　また、Ａｒ３は、下記式（１２６）～（１３５）で表される縮合環基から選択されるい
ずれかの基であると好ましい。
【０１７７】
【化５９】

【０１７８】
　前記式（１２６）～（１３５） 中、それぞれの縮合環は、ハロゲン原子、置換基を有
していてもよい炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数１～２０
のアルコキシ基、置換基を有していてもよい炭素数６～４０のアリールオキシ基、置換基
を有していてもよい炭素数６～４０のアリール基又は置換基を有していてもよい炭素数３
～４０のヘテロアリール基からなる結合基が結合していてもよく、該結合基が複数ある場
合は、該結合基は互いに同一でも異なっていてもよい。これら各基の具体例としては、前
記と同様のものが挙げられる。
　前記式（１３５） において、Ｌ’は、前記と同じである。
　前記式（１２６）～（１３５）において、Ｒ’は、水素原子、置換基を有していてもよ
い炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数６～４０のアリール基
又は置換基を有していてもよい炭素数３～４０のヘテロアリール基である。これら各基の
具体例としては、前記と同様のものが挙げられる。
　Ａｒ３の示す一般式（１２８）が、下記式（１２９）～（１５１）で表される縮合環基
であると好ましい。
【０１７９】
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【０１８０】
　前記式（１２９）～（１５１）中、それぞれの縮合環は、ハロゲン原子、置換基を有し
ていてもよい炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有していてもよい炭素数１～２０の
アルコキシ基、置換基を有していてもよい炭素数６～４０のアリールオキシ基、置換基を
有していてもよい炭素数６～４０のアリール基又は置換基を有していてもよい炭素数３～
４０のヘテロアリール基からなる結合基が結合していてもよく、該結合基が複数ある場合
は、該結合基は互いに同一でも異なっていてもよい。これら各基の具体例としては、前記
と同様のものが挙げられる。Ｒ’は、前記と同じである。
　また、Ａｒ２及びＡｒ３は、それぞれ独立に、
【０１８１】
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【化６１】

【０１８２】
からなる群から選択される基であると好ましい。
　本発明の前記式（２０１）～（２０３）で示される含窒素複素環誘導体の具体例を下記
に示すが、本発明はこれらの例示化合物に限定されるものではない。
　なお、下記表において、ＨＡｒは、前記式（２０１）～（２０３）における、
【０１８３】

【化６２】

【０１８４】
を示す。
【０１８５】
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【０１８６】
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【０１８７】
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【０１８８】
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【０１８９】
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【０１９４】
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【０１９５】



(62) JP 2009-130141 A 2009.6.11

10

20

30

【化７３】

【０１９６】



(63) JP 2009-130141 A 2009.6.11

10

20

30

40

【化７４】

【０１９７】



(64) JP 2009-130141 A 2009.6.11

10

20

【化７５】

【０１９８】



(65) JP 2009-130141 A 2009.6.11

10

20

【化７６】

【０１９９】



(66) JP 2009-130141 A 2009.6.11

10

20

30

40

【化７７】

【０２００】
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【０２０１】
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【化７９】

【０２０２】
　以上の具体例のうち、特に、（１－１）、（１－５）、（１－７）、（２－１）、（３
－１）、（４－２）、（４－６）、（７－２）、（７－７）、（７－８）、（７－９）、
（９－７）が好ましい。
【０２０３】
　なお、電子注入層又は電子輸送層の膜厚は、特に限定されないが、好ましくは、１～１
００ｎｍである。
【０２０４】
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　本発明では、陰極と有機薄膜層との界面領域に還元性ドーパントが添加されていること
が好ましい。
　このような構成によれば、有機ＥＬ素子における発光輝度の向上や長寿命化が図られる
。
　ここで、還元性ドーパントとは、電子輸送性化合物を還元できる物質と定義される。し
たがって、一定の還元性を有するものであれば、様々なものが用いられ、例えば、アルカ
リ金属、アルカリ土類金属、希土類金属、アルカリ金属の酸化物、アルカリ金属のハロゲ
ン化物、アルカリ土類金属の酸化物、アルカリ土類金属のハロゲン化物、希土類金属の酸
化物または希土類金属のハロゲン化物、アルカリ金属の有機錯体、アルカリ土類金属の有
機錯体、希土類金属の有機錯体からなる群から選択される少なくとも一つの物質を好適に
使用することができる。
【０２０５】
　また、より具体的に、好ましい還元性ドーパントとしては、Ｌｉ（仕事関数：２．９ｅ
Ｖ）、Ｎａ（仕事関数：２．３６ｅＶ）、Ｋ（仕事関数：２．２８ｅＶ）、Ｒｂ（仕事関
数：２．１６ｅＶ）およびＣｓ（仕事関数：１．９５ｅＶ）からなる群から選択される少
なくとも１つのアルカリ金属や、Ｃａ（仕事関数：２．９ｅＶ）、Ｓｒ（仕事関数：２．
０～２．５ｅＶ）、およびＢａ（仕事関数：２．５２ｅＶ）からなる群から選択される少
なくとも１つのアルカリ土類金属が挙げられる。仕事関数が２．９ｅＶ以下のものが特に
好ましい。
　これらのうち、より好ましい還元性ドーパントは、Ｋ、ＲｂおよびＣｓからなる群から
選択される少なくとも１つのアルカリ金属であり、さらに好ましくは、ＲｂまたはＣｓで
あり、最も好ましいのは、Ｃｓである。これらのアルカリ金属は、特に還元能力が高く、
電子注入域への比較的少量の添加により、有機ＥＬ素子における発光輝度の向上や長寿命
化が図られる。また、仕事関数が２．９ｅＶ以下の還元性ドーパントとして、これら２種
以上のアルカリ金属の組み合わせも好ましく、特に、Ｃｓを含んだ組み合わせ、例えば、
ＣｓとＮａ、ＣｓとＫ、ＣｓとＲｂあるいはＣｓとＮａとＫとの組み合わせであることが
好ましい。Ｃｓを組み合わせて含むことにより、還元能力を効率的に発揮することができ
、電子注入域への添加により、有機ＥＬ素子における発光輝度の向上や長寿命化が図られ
る。
【０２０６】
　本発明の有機ＥＬ材料含有溶液は、前記ホストと、前記燐光ドーパントと、を溶媒に溶
解させたことを特徴とする。
　このような有機ＥＬ材料含有溶液によれば、インクプリント法やノズルジェット法等の
塗布法により、上述の燐光発光層を簡易かつ低コストに成膜することができる。
【０２０７】
　有機ＥＬ材料含有溶液の溶媒としては、例えば、ビフェニル誘導体や環状ケトン等が挙
げられる。
【０２０８】
　ビフェニル誘導体としては、例えば、アルキル置換ビフェニル等が挙げられ、その具体
例としては、メチルビフェニル、エチルビフェニル、ジエチルビフェニル、イソプロピル
ビフェニル、ジイソプロピルビフェニル、ｎ-プロピルビフェニル、ｎ-ペンチルビフェニ
ル、メトキシビフェニル等が挙げられる。
　なお、アルキル置換ビフェニルのアルキル基の炭素数は、１～５であることがより好ま
しい。この場合、適切な粘度と溶解性を両立させることができる。
　例えば、エチルビフェニル、イソプロピルビフェニル等が、本発明の有機ＥＬ材料含有
溶液の溶媒として好適に使用できる。
【０２０９】
　なお、溶媒組成は、１００％がビフェニル誘導体であってもよく、粘度調整液等を混合
した混合溶液としてもよい。
　混合溶液とする場合、２０％以上をビフェニル誘導体としてもよく、５０％以上をビフ
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ェニル誘導体としてもよく、７５％以上をビフェニル誘導体としてもよい。ビフェニル誘
導体の粘度および溶解性の利点を活かす観点から、ビフェニル誘導体の割合が高い方が好
ましい。
【０２１０】
　環状ケトンとしては、例えば、シクロペンタノン誘導体、シクロヘキサノン誘導体、シ
クロヘプタノン誘導体、シクロオクタノン誘導体等の環状アルキルケトン類が挙げられる
。これらの環状ケトンは、単独で溶媒として用いてもよく、複数混合して用いてもよい。
　特に、溶媒は、環状ケトンとしてシクロヘキサノン誘導体を含むことが好ましい。
　好ましいシクロヘキサノン誘導体としては、2-アセチルシクロヘキサノン、2-メチルシ
クロヘキサノン、3-メチルシクロヘキサノン、4-メチルシクロヘキサノン、2-シクロヘキ
シルシクロヘキサノン、2-（1-シクロヘキセニル）シクロヘキサノン、2,5-ジメチルシク
ロヘキサノン、3,4-ジメチルシクロヘキサノン、3、5-ジメチルシクロヘキサノン、4-エ
チルシクロヘキサノン、プレゴン、メントン、4-ペンチルシクロヘキサノン、2-プロピル
シクロヘキサノン、3,3,5-トリメチルシクロヘキサノン、ツジョンである。
　なかでも、シクロヘキサノンが好ましい。
【０２１１】
　さらに、環状ケトンとしては、含窒素環を含むものも好ましく、例えば、カプロラクタ
ム、N-メチルカプロラクタム、1,3-ジメチル-2-イミダゾリジン、2-ピロリドン、1-アセ
チル-2-ピロリドン、1-ブチル-2-ピロリドン、2-ピペリドン、1,5-ジメチル-2-ピペリド
ン、が例として挙げられる。
　そして、環状ケトン化合物は、シクロヘキサノン、シクロペンタノン、シクロヘプタノ
ン（これらの誘導体を含む）の群から選択されることが好ましい。
【０２１２】
　発明者らは、種々の検討の結果、シクロヘキサノン誘導体が、他の溶媒より高濃度に低
分子有機ＥＬ材料を溶解させ、しかも、溶解可能な化合物が狭い範囲に限定されず、多種
多様な低分子有機ＥＬ材料を用いた有機ＥＬ材料含有溶液を調整できることを見出した。
　そして、シクロヘキサノン誘導体を溶媒とすることで、従来の溶媒に対して溶解度が低
いため使用することができなかった高性能の低分子有機ＥＬ材料を、十分な量含有した有
機ＥＬ材料含有溶液を調製できることを見出した。
　さらに、シクロヘキサノン誘導体は高沸点（１５６℃：シクロヘキサノン）であり、高
粘度（２ｃＰ：シクロヘキサノン）であることからインクジェット法などの塗布プロセス
に好適である。そして、シクロヘキサノン誘導体は、粘度調整液としてのアルコール系溶
媒、特に、ジオール系溶媒とも良好に混合するので、粘度調整によって高粘度溶液にする
ことが可能であり、これは、溶解させるだけでは粘度が変化しない低分子有機ＥＬ材料の
溶媒としても優れた利点である。
【０２１３】
　なお、本発明に係る有機ＥＬ材料含有溶液の溶媒は、上述のビフェニル誘導体や環状ケ
トンに限定されず、例えば、アルコール類（メタノール、エタノール等）、カルボン酸エ
ステル類（酢酸エチル、酢酸プロピル等）、ニトリル類（アセトニトリル等）、エーテル
類（イソプロピルエーテル、ＴＨＦ等）、芳香族炭化水素類（シクロヘキシルベンゼン、
トルエン、キシレン等）、ハロゲン化アルキル類（塩化メチレン等）、飽和炭化水素類等
（ヘプタン等）であってもよい。
　この中で好ましいものはカルボン酸エステル類、ニトリル類、エーテル類、芳香族炭化
水素類、ハロゲン化アルキル類、飽和炭化水素類であり、更に好ましくはカルボン酸エス
テル類、エーテル類、芳香族炭化水素類である。
【発明を実施するための最良の形態】
【０２１４】
　以下、本発明の好ましい実施形態について説明する。
【０２１５】
［有機ＥＬ素子］
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　図１に、本実施形態の有機ＥＬ素子の概略構成を示す。
　有機ＥＬ素子１は、透明な基板２と、陽極３と、陰極４と、陽極３と陰極４との間に配
置された有機薄膜層１０と、を有する。
　有機薄膜層１０は、上述のホストおよび燐光ドーパントを含む燐光発光層５を有するが
、燐光発光層５と陽極３との間に正孔注入・輸送層６等、燐光発光層５と陰極４との間に
電子注入・輸送層７等を備えていてもよい。
　また、燐光発光層５の陽極３側に電子ブロック層を、燐光発光層５の陰極４側に正孔ブ
ロック層を、それぞれ設けてもよい。
　これにより、電子や正孔を燐光発光層５に閉じ込めて、燐光発光層５における励起子の
生成確率を高めることができる。
【０２１６】
（実施例）
　次に、実施例および比較例を挙げて本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれら
の実施例の記載内容に何ら制限されるものではない。
　なお、下の表２には、各材料の物性値を記載したところ、これら物性値は次のように測
定した。
　Ｅｇ（Ｔ）は、燐光発光スペクトルに基づいて規定した。
　すなわち、各材料をＥＰＡ溶媒（容積比でジエチルエーテル：イソペンタン：エタノー
ル＝５：５：２）に１０μｍｏｌ／Ｌで溶解し、燐光測定用試料とする。
　そして、燐光測定用試料を石英セルに入れ、７７Ｋに冷却する。
　ここに励起光を照射し、放射される燐光の波長を測定する。
　得られた燐光スペクトルの短波長側の立ちあがりに対して接線を引き、この接線と吸光
度から求めたベースラインとの交点の波長値を求める。
　求めた波長値をエネルギーに換算した値をＥｇ（Ｔ）とする。
　なお、測定には市販の測定装置Ｆ－４５００（日立製）を用いた。
【０２１７】
　アフィニティ準位Ａｆ（電子親和力）とは、材料の分子に電子を一つ与えた時に放出ま
たは吸収されるエネルギーをいい、放出の場合は正、吸収の場合は負と定義する。
　アフィニティ準位Ａｆは、イオン化ポテンシャルＩｐと光学エネルギーギャップＥｇ（
Ｓ）とにより次のように規定する。
　Ａｆ＝Ｉｐ－Ｅｇ（Ｓ）
　ここで、イオン化ポテンシャルＩｐは、各材料の化合物から電子を取り去ってイオン化
するために要するエネルギーを意味し、例えば、紫外線光電子分光分析装置（ＡＣ－３、
理研（株）計器）で測定した値である。
　光学エネルギーギャップＥｇ（Ｓ）は、伝導レベルと価電子レベルとの差をいう。Ｅｇ
（Ｓ）は、例えば、各材料のトルエン希薄溶液の吸収スペクトルの長波長側接線と、吸光
度から求めたベースラインとの交点の波長値を、エネルギーに換算した値である。
【０２１８】
［実施例１］
　２５ｍｍ×７５ｍｍ×１．１ｍｍ厚のＩＴＯ透明電極付きガラス基板（ジオマティック
社製）を、イソプロピルアルコール中で５分間、超音波洗浄した後、ＵＶオゾン洗浄を３
０分間行なった。
　洗浄後の透明電極ライン付きガラス基板を真空蒸着装置の基板ホルダーに装着し、まず
透明電極ラインが形成されている側の面上に、透明電極を覆うようにして厚さ５０ｎｍの
４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル膜（以下「Ｎ
ＰＤ膜」と略記する。）を抵抗加熱蒸着により成膜した。このＮＰＤ膜は正孔注入・輸送
層として機能する。
　次に、ＮＰＤ膜上に、第１ホスト、第２ホストとして、下記の化合物Ｅと、化合物Ｆと
を、抵抗加熱蒸着により厚さ４０ｎｍで成膜した。ここで、化合物Ｆは、第１ホストおよ
び第２ホストからなるホスト全体に対して、質量比で２０％になるように蒸着した。また
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し質量比で５％になるように蒸着した。この膜は、燐光発光層として機能する。
　次に、この燐光発光層上に、膜厚４０ｎｍの化合物Ｊを成膜した。これは、電子注入層
として機能する。
　この後、ＬｉＦを１ｎｍで成膜した。このＬｉＦ膜上に金属Ａｌを１５０ｎｍ蒸着させ
て金属陰極を形成し、有機ＥＬ素子を形成した。
【０２１９】
【化８０】

【０２２０】
［実施例２～１５、比較例１～６］
　ホストを構成する化合物を以下の表１のように変更した以外は、実施例１と同様にして
有機ＥＬ素子を作製した。
【０２２１】
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【表１】

【０２２２】
【化８１】

【０２２３】
［有機ＥＬ素子の評価］
　以上のように作製した有機ＥＬ素子に直流電流（１ｍＡ／ｃｍ２）を流して発光させ、
輝度（Ｌ）と電圧を測定した。
　これを基に、電流効率（Ｌ／Ｊ）を求めた。また、初期輝度５０００ｎｉｔ（ｃｄ／ｍ
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２）で直流の連続通電試験を行って各有機ＥＬ素子の半減寿命を測定した。
　その結果を下記の表２に、また、各材料のイオン化ポテンシャル（Ｉｐ）、励起３重項
エネルギーギャップ（Ｅｇ（Ｔ））を下記の表３に示す。
【０２２４】
【表２】

【０２２５】
【表３】

【０２２６】
　表１および表２から明らかなように、第２ホストを添加していない比較例１～６の有機
ＥＬ素子に比べ、第１ホストに第２ホストを添加した実施例１～１５の有機ＥＬ素子は、
寿命が長い。
　よって、本発明の有機ＥＬ素子では、第２ホストを添加していない従来の燐光発光性の
有機ＥＬ素子に比べて長寿命化が達成されていることがわかる。
【０２２７】
　実施例１～３，７～１２では、化合物Ｅのみをホストとする比較例２に、第２ホストと
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して化合物Ｆ、化合物Ｄ、ＣＢＰ、ＢＡｌｑまたはＺｎ（ＤＴＰ）２を添加している。こ
れにより、有機ＥＬ素子の長寿命化が達成されている。
　実施例４～６では、化合物Ｆのみをホストとする比較例３に、第２ホストとして化合物
Ｄを添加している。これにより、長寿命化が達成されている。
　実施例１３～１５では、ＣＢＰ、ＢＡｌｑまたはＺｎ（ＢＴＰ）２のいずれかのみをホ
ストとする比較例４～６に、第２ホストとして化合物Ｄを添加している。これにより、長
寿命化が達成されている。
【０２２８】
　ここで、実施例１～３によると、第２ホストの添加量を８０質量％とした実施例３では
、実施例１より寿命が短く、実施例１および２より効率が低い。
　また、実施例４～６によると、第２ホストの添加量を８０質量％とした実施例６では、
実施例４および５に比べ寿命が短く効率が低い。
　さらに、実施例７～９によると、第２ホストの添加量を８０質量％とした実施例９では
、実施例１および２より寿命が短い。
　このことから、第２ホストの添加量は５０質量％以下が好ましいことがわかる。
【０２２９】
　なお、本発明は、上記の説明に限られるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲
での変更は本発明に含まれる。
　例えば次のような変更も本発明の好適な変形例である。
　本発明では、燐光発光層は、さらに電荷注入補助材を含有していることが好ましい。
　上述のようなＥｇ（Ｔ）が広いホスト材料を用いて燐光発光層を形成した場合、ホスト
材料のＩｐと正孔注入・輸送層等のＩｐとの差が大きくなり、燐光発光層への正孔の注入
が困難となり、十分な輝度を得るための駆動電圧が上昇するおそれがある。
　このような場合、燐光発光層に、第２ホストに加え、さらに、正孔注入・輸送性の電荷
注入補助剤を含有させることで、燐光発光層への正孔注入を容易にし、駆動電圧を低下さ
せることができる。
　電荷注入補助剤としては、例えば、一般的な正孔注入・輸送材料等が利用できる。
　具体例としては、トリアゾール誘導体（米国特許３，１１２，１９７号明細書等参照）
、オキサジアゾール誘導体（米国特許３，１８９，４４７号明細書等参照）、イミダゾー
ル誘導体（特公昭３７－１６０９６号公報等参照）、ポリアリールアルカン誘導体（米国
特許３，６１５，４０２号明細書、同第３，８２０，９８９号明細書、同第３，５４２，
５４４号明細書、特公昭４５－５５５号公報、同５１－１０９８３号公報、特開昭５１－
９３２２４号公報、同５５－１７１０５号公報、同５６－４１４８号公報、同５５－１０
８６６７号公報、同５５－１５６９５３号公報、同 ５６－３６６５６号公報等参照）、
ピラゾリン誘導体及びピラゾロン誘導体（米国特許第３，１８０，７２９号明細書、同第
４，２７８，７４６号明細書、特開昭５５－８８０６４号公報、同５５－８８０６５号公
報、同４９－１０５５３７号公報、同５５－５１０８６号公報、同５６－８００５１号公
報、同５６－８８１４１号公報、同５７－４５５４５号公報、同５４－１１２６３７号公
報、同５５－７４５４６号公報等参照）、フェニレンジアミン誘導体（米国特許第３，６
１５，４０４号明細書、特公昭５１－１０１０５号公報、同４６－３７１２号公報、同４
７－２５３３６号公報、特開昭５４－５３４３５号公報、同５４－１１０５３６号公報、
同５４－１１９９２５号公報等参照）、アリールアミン誘導体（米国特許第３，５６７，
４５０号明細書、同第３，１８０，７０３号明細書、同第３，２４０，５９７号明細書、
同第３，６５８，５２０号明細書、同第４，２３２，１０３号明細書、同第４，１７５，
９６１号明細書、同第４，０１２，３７６号明細書、特公昭４９－３５７０２号公報、同
３９－２７５７７号公報、特開昭５５－１４４２５０号公報、同５６－１１９１３２号公
報、同５６－２２４３７号公報、西独特許第１，１１０，５１８号明細書等参照）、アミ
ノ置換カルコン誘導体（米国特許第３，５２６，５０１号明細書等参照）、オキサゾール
誘導体（米国特許第３，２５７，２０３号明細書等に開示のもの）、スチリルアントラセ
ン誘導体（特開昭５６－４６２３４号公報等参照）、フルオレノン誘導体（特開昭５４－
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１１０８３７号公報等参照）、ヒドラゾン誘導体（米国特許第３，７１７，４６２号明細
書、特開昭５４－５９１４３号公報、同５５－５２０６３号公報、同５５－５２０６４号
公報、同５５－４６７６０号公報、同５５－８５４９５号公報、同５７－１１３５０号公
報、同５７－１４８７４９号公報、特開平２－３１１５９１号公報等参照）、スチルベン
誘導体（特開昭６１－２１０３６３号公報、同第６１－２２８４５１号公報、同６１－１
４６４２号公報、同６１－７２２５５号公報、同６２－４７６４６号公報、同６２－３６
６７４号公報、同６２－１０６５２号公報、同６２－３０２５５号公報、同６０－９３４
５５号公報、同６０－９４４６２号公報、同６０－１７４７４９号公報、同６０－１７５
０５２号公報等参照）、シラザン誘導体（米国特許第４，９５０，９５０号明細書）、ポ
リシラン系（特開平２－２０４９９６号公報）、アニリン系共重合体（特開平２－２８２
２６３号公報）、特開平１－２１１３９９号公報に開示されている導電性高分子オリゴマ
ー（特にチオフェンオリゴマー）等を挙げることができる。
【０２３０】
　正孔注入性の材料としては上記のものを挙げることができるが、ポルフィリン化合物（
特開昭６３－２９５６９５号公報等に開示のもの）、芳香族第三級アミン化合物及びスチ
リルアミン化合物（米国特許第４，１２７，４１２号明細書、特開昭５３－２７０３３号
公報、同５４－５８４４５号公報、同５４－１４９６３４号公報、同５４－６４２９９号
公報、同５５－７９４５０号公報、同５５－１４４２５０号公報、同５６－１１９１３２
号公報、同６１－２９５５５８号公報、同６１－９８３５３号公報、同６３－２９５６９
５号公報等参照）、特に芳香族第三級アミン化合物が好ましい。
　また、米国特許第５，０６１，５６９号に記載されている２個の縮合芳香族環を分子内
に有する、例えば、４，４’－ビス（Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ）ビフ
ェニル（以下ＮＰＤと略記する）、また特開平４－３０８６８８号公報に記載されている
トリフェニルアミンユニットが３つスターバースト型に連結された４，４’，４”－トリ
ス（Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ）トリフェニルアミン（以下ＭＴ
ＤＡＴＡと略記する）等を挙げることができる。
　また、特許公報第３６１４４０５号、３５７１９７７号または米国特許４，７８０，５
３６に記載されているヘキサアザトリフェニレン誘導体等も正孔注入性の材料として好適
に用いることができる。
　また、ｐ型Ｓｉ、ｐ型ＳｉＣ等の無機化合物も正孔注入材料として使用することができ
る。
【産業上の利用可能性】
【０２３１】
　本発明は、有機ＥＬ素子および有機ＥＬ材料含有溶液として利用できる。
【図面の簡単な説明】
【０２３２】
【図１】本発明の実施形態に係る有機ＥＬ素子の概略構成を示す図である。
【符号の説明】
【０２３３】
　　１　　　有機ＥＬ素子
　　２　　　基板
　　３　　　陽極
　　４　　　陰極
　　５　　　燐光発光層
　　６　　　正孔注入・輸送層
　　７　　　電子注入・輸送層
　１０　　　有機薄膜層
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